
　【様式２】
重点的に取り組む主な経営課題

ᵣ 【子どもが安心して成長できる安全な社会（学校園・家庭・地域）の実現】

Ʊ

ȈǝǠȀǔᾓ ϑ ǱȈǝǠ Ǵ0/ 1/₴ ș꜠ ǲ ὑ

全ての子どもたちが、社会のルールを理解し自律する力、他者を尊重し思いやる心、適切な人間関係を図るコミュニケーション能力、多様性を受け
入れる力など、道徳心・規範意識を備えるとともに、自他の生命を尊重し、自ら進んで安全で安心な社会づくりに貢献しようとする状態をめざす。

ὑǵ ǯǱȒ ɵɅɶȽ

◆全国学力・学習状況調査における学校及び児童・生徒質問紙結果
・不登校の状態にある児童生徒の在籍比率の推移

・「学校のきまり（規則）を守っている」と回答する児童生徒の割合の推移

・「ＰＴＡや地域の人がボランティアとして参加してくれる」と回答する小中学校の割合の推移

◆特別支援学級在籍児童生徒数の推移

ᶦѝ ȈǝǠȀǔᾓ ϑǯ ǲ⁪Ǔ ǟȒ ᶦǵѝ

・不登校の状態にある児童生徒の数が増加を続けている。また、学習規律や規範意識などの向上が十分とは言えない。
・学校の教育活動に対するＰＴＡや地域の方の参加状況については、より地域に密接な関係にある小学校への参加が多くなる傾向にある。
・個別に支援を行う必要のある児童生徒数が増加している。

ʣ ᶦș ǠȒǦȈǲⱳ Ǳǚǯ

・児童生徒が安全に安心して学ぶことができる学校環境を整備する必要がある。また、幼児期から小中学校を通した義務教育終了までの期間に、
基本的な道徳心や規範意識を醸成する必要がある。
・不登校児童生徒の教育の機会を確保するための施策の推進が必要である。
・小中学校いずれにおいても、保護者や地域とのつながりをさらに強化する取組を進め、安全で安心できる教育コミュニティをつくる必要がある。
・個別に支援を行う必要のある児童生徒に対して、児童生徒や保護者のニーズに応える必要がある。

⁫

͔

ǵ ș ȅǏǦ ᵣ Ћ̱ǯǞǭǵ ͔ ǵ

・全国学力・学習状況調査が未実施であったため、多くの取組でアウトカム指標の達成状況を数値化することができなかった。
・安心できる学校づくりに向けた取組や、道徳心や規範意識の醸成に向けた取組を進めた結果、災害時に「主体的に行動する態度」の育成につい
てはアウトカム指標を達成することができた。また、認知したいじめが解消した割合は小学校でアウトカム指標を達成しているが、中学校では前年
度同等であり指標達成にはいたっていない。不登校児童生徒の在籍比率については引き続き増加傾向にあるなど大きな課題となっている。今後
は学校への登校に向けた支援のみならず、多様な教育機会の場を整備するとともに、適切な学習支援を行っていく必要がある。
・インクルーシブ教育については、特別支援学級在籍の児童生徒数が年々増加しているとともに、障がいの状況が多様化しており、継続した教員
の特別支援教育に関する専門性の向上と個々のニーズに応じた支援体制の充実を図る取組を進めていく必要がある。
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　【様式２】

不登校については、教育支援センターを３カ所に増設し、不登校児童生
徒にとってより通いやすい状況を生み出すとともに、不登校児童生徒対
応の拠点として、学校からの相談などについても、適切な指導助言に努
め、よりきめ細やかに学習支援を行っていく。

Ａ：順調　Ｂ：順調でない

ǵ a
ａ：順調
ｂ：順調でない

⁫

͔

ǵȠȤɆȩɞ ǲ
ᾍǠȒ ҧר

ƱƱĦ ҧרǓƼȢƽǵḹֻǶⱳ

不登校の状態にある児童生徒の在籍比率が前年度より増加している。
児童生徒が安心できる学校づくりに向け、いじめ・問題行動・不登校の未
然防止・早期発見に努めるとともに、不登校児童生徒に対して多様な教
育機会の確保が必要である。

ȠȤɆȩɞ ǵ Ѽ₴↓ Ήѩ Ћ̱

˹♥ǵᾍꜘ ׄƱƱĦ ҧרǓƼȢƽǵḹֻǶⱳ

ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、戦略を見直す

94.9% －

－

ȈǝǠ ֗Ǻ Ʊ 【安全で安心できる学校、教育環境の実現】

ȈǝǠ Ǵ ₴ ș꜠ ǲ ὑ ʴ Ǳ֝ ǵ רׄ
明るく落ち着いた環境で、生き生きと学習に取り組み、学びを深め、友達
と交流しながら、心身ともに健全に成長している児童生徒を増やす。

児童生徒が安心できる学校づくりを進められるよう、いじめ・問題行動・
不登校の未然防止・早期発見のための支援体制の整備、不登校児童生
徒の教育機会の確保、児童虐待などの課題を抱える子どもを支援する
セーフティネットを充実するとともに、防災教育の充実に資する優れた教
育実践の開発・普及や教員の指導力向上などを図る。ȠȤɆȩɞ ȈǝǠ ș ΙӓǞǦ

①令和２年度末に、不登校の状態にある児童生徒の在籍比率を小学校
　0.4％、中学校3.7％以下にする。
②令和２年度末に、「災害時に『主体的に行動する態度』を育てることが
　できた」という項目に肯定的な回答をする学校の割合を70％以上にす
　る。
③令和２年度末に、認知したいじめが解消した割合を95％以上にする。
④令和２年度末に、「学校のきまり・規則を守っていますか」という項目に
　肯定的な回答をする児童生徒の割合を、小学校91.0％、中学校94.0％
　以上にする。

②　94.5％ 99% Ａ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

95%

90% Ｂ

Ａ

88.4%

①
小学校0.9％

中学校6.1％

③
小学校97％

中学校90％

小学校未測定（新型コロナによる全国調査未実施のため）

④
中学校未測定（新型コロナによる全国調査未実施のため）

0.89%

5.28%
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　【様式２】

円 円 円

⁫

͔

►₴↓ǵ֝ ὕ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

各校が全市的な方針に沿って、いじめ・問題行動・不登校・児童虐待等
の課題に応じ、児童生徒が安心できる学校づくりを進められるよう、新た
な制度の周知、校内体制の充実、専門家の派遣、優れた教育実践の研
究、教員の指導力向上等の多面的な支援を関係機関と連携して取り組
んだ。
・大阪市版スクールロイヤーの活用　ブロックごとに２名（計８名）の弁護
士を配置し、ブロック担当とは別に、統括者としてスーパーバイザーの弁
護士１名を事務局内に配置
・ＳＮＳ教育相談の開設　４月16日～６月７日、長期休業日明け前後１週
間及び毎週木曜日の定期開設
・こどもサポートネットの全区実施　各区１～２名（計33名）のスクール
ソーシャルワーカーを配置（第三者機関の外部通報窓口、児童虐待等相
談窓口、児童虐待防止啓発教材を活用した事業の実施を含む）
・問題行動への段階的な対応を整理した「学校安心ルール」の活用
・生活指導サポートセンター（個別支援教室）の活用　１か所
学校支援訪問247回
・生活指導支援員の配置　小中学校計123校
「セーフティ・プロモーション・スクール（SPS）のモデル研究の実施校　小
中学校計３校
・管理職・生活指導担当教員等対象のｅラーニング研修会の開催　１回
・大阪市版教育支援センター（適応指導教室）を開設　１か所
・第３者委員会の常設化に向けた準備

・こどもサポートネットスクールソーシャルワーカーについて、専門職とし
ての更なるスキルの向上をめざす。
・生活指導サポートセンターによる学校支援では、新型コロナウイルス感
染症対策の影響により、学校訪問を控えることとなり、円滑な対応が困
難な状況であった。
・ＳＮＳ相談では、新年度の長期休業明けにも相談ができるように、個人
情報保護の観点も踏まえながら、４月早々にアカウントを発行する必要
がある。
・教育支援センターについて、本年度は１か所での開設であったため、遠
方から通所する生徒が多く見られた。
・いじめ対応については、「振り返りチェックシート」の結果から、いじめの
定義を理解し、いじめの認知は進んでいるものの、さらなる理解促進に
努め、認知後の対応についても、個々の状況に応じて丁寧に進めていく
必要がある。

ɕɫȹȷ ǵ
・80％
・100％
・100％

①
（ⅰ）

ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・専門職としての更なるスキルの向上をめざし、スーパーバイザーからの
一年間の総括を基に、より具体的な実務と実践における充実した研修を
実施する。
・学校訪問を控える状況下にあっても、電話や短時間の訪問相談等に努
め、より迅速かつ効果的な支援を行っていく。
・ＳＮＳ相談窓口について、関係機関等と緊密に連携し、早期にアカウン
トの開設ができるよう進める。
・令和３年度、大阪市版教育支援センター（適応指導教室）を新たに２か
所増設し、生徒がより通所しやすい環境を整えるとともに、児童の受け
入れ実施についても検討する。
・いじめ対応については、いじめ認知後の個々の状況に応じた丁寧な対
応について、「振り返りチェックシート」の結果を基に、専門家による効果
的かつ実務的な対応に関する研修を実施する。

①：目標達成　　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)

˔ 633百万364百万 Ϸ˔ 361百万

►₴↓ǵ֝ Кὦ ɕɫȹȷ ֝ ǲȏȑȈǝǠ
各校が全市的な方針に沿って、いじめ・問題行動・不登校・児童虐待等
の課題に応じ、児童生徒が安心できる学校づくりを進められるよう、新た
な制度の周知、校内体制の充実、専門家の派遣、優れた教育実践の研
究、教員の指導力向上等の多面的な支援を関係機関と連携して取り組
む。
・大阪市版スクールロイヤーの活用　ブロックごとに２名（計８名）の弁護
士を配置
（心理士、ソーシャルワーカー、医師等の専門家の活用も含む）
・SNS教育相談の開設　長期休業日明け1週間及び週1回の定期開設
・こどもサポートネットの全区での実施　全24区に25名のスクールソー
シャルワーカーを配置
・問題行動への段階的な対応を整理した「学校安心ルール」の活用
・生活指導サポートセンター（個別指導教室）の活用　１か所
・生活指導支援員の配置　小中学校計120校
・「セーフティ・プロモーション・スクール（SPS)」のモデル研究の実施
・スクールソーシャルワーカーの派遣　要請のあった全校
・第三者機関の外部通報窓口の周知
・児童虐待等相談窓口の設置　週１回
・児童虐待防止啓発教材を活用した事業の実施
・管理職・生活指導担当教員等対象の研修会の開催８回
・大阪市版教育支援センター（適応指導教室）の設置事業の実施
・第３者委員会の常設化に向けた準備

・生活指導支援員配置校アンケートで「授業中の私語が少なく、落ち着い
て学習している」とする旨の回答の割合　80％以上
・小中学校において、いじめ等問題行動の対応に「学校安心ルール」を
活用している割合　100％
・不登校や虐待に関する児童生徒の状況を適切に把握するために児童
生徒理解・教育支援シートを活用した割合　100％

【撤退・再構築基準】
以下の状態ならば、事業手法を再構築する。
・上記学校に対する調査の回答の割合　70％未満
・上記「学校安心ルール」の活用の割合　80％未満
・上記児童生徒理解・教育支援シートの活用の割合　80％未満

Ѽ₴↓ȅǮǵὕ
・こどもサポートネットのモデル実施　７区８名のスクールソーシャルワー
カーを配置
・「学校安心ルール」の活用
・生活指導サポートセンター（個別指導教室）の活用　１か所
・生活指導支援員の配置　小中学校計127校
・「セーフティ・プロモーション・スクール（SPS)」のモデル研究の実施
・スクールソーシャルワーカーの派遣　332件
・第三者機関の外部通報窓口の周知
・児童虐待等相談窓口の設置　週１回
・管理職・生活指導担当教員等対象の研修会　８回
・大阪市版スクールロイヤー（弁護士・臨床心理士等）の派遣
・SNS教育相談の開設　長期休業日明け前後1週間及び週1回の定期開
設、及び3月16日から２週間開設
・「学校安心ルール」の活用の割合　100％
・児童生徒理解・教育支援シートの活用の割合　100％

2/

・こどもサポートネットの全区実施に伴い、全ての子どもの生活状況等を
把握するため、小中学校におけるスクリーニングシートの積極的な活用
を図る。
・各校版の学校安心ルールを現況に応じて見直しも行えるようにする。
・生活サポートセンターの支援校については、今後も協議しながら支援を
行う。
・SNS相談をモニタリングし、見守りが必要な事案については、学校が関
係機関につなぐことができるよう迅速に対応を図る。
・「大阪市いじめ対策基本方針」を遵守したいじめ対策の徹底を図る。

①：目標達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
②：目標未達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)

ʴ

ȑ

ȑ

ɕɫȹȷ ǵ
①
(ⅰ)

ǯ ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

Е̱ ֝ 【安心できる学校づくり】
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ʴ

ȑ

ȑ

ɕɫȹȷ ǵ
①
(ⅰ)

ǯ ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

►₴↓ǵ֝ Кὦ ɕɫȹȷ ֝ ǲȏȑȈǝǠ
全ての学校で「子どもの安全を守るための防災指導の手引き」を活用し
て作成する「防災・減災教育カリキュラム」に基づき防災・減災教育が推
進されるよう、研修を通じて優れた教育実践の普及や具体的な実施方法
の周知を行う。
・各校の防災・減災教育の基盤となる「防災・減災教育カリキュラム」を盛
り込んだ「子どもの安全を守るための防災・減災指導の手引き」の改訂
・地域の実情を踏まえて区と連携し、各校の「防災・減災教育カリキュラ
ム」の作成に取り組む　全小中学校
・防災・減災教育の指導に係るモデル研究　小学校２校、中学校２校
・防災・減災教育の研修会の実施（ｅラーニングの実施を含む）　３回
・学校が、区や地域と連携し、防災についての情報を区と共有するととも
に、児童生徒への防災・減災教育の充実（ＤＶＤ等の活用、区や地域と
連携した取組など）を図る　全小中学校
・区と連携した、学校における大規模災害初期対応マニュアルの充実
避難所指定の全学校園

防災・減災教育に関する調査で、「子どもたちの防災意識が高まった（高
まっている）」と肯定的な回答をする割合　前年度同等

【撤退・再構築基準】
上記回答の割合が60％未満であれば、手引きの内容や周知の方法を
再構築する。

Ѽ₴↓ȅǮǵὕ
・「子どもの安全を守るための防災・減災指導の手引き」の改訂
・地域の実情を踏まえて区と連携し、各校の「防災・減災教育カリキュラ
ム」作成の取組　　全小中学校
・防災・減災教育実践モデル校を指定　小学校２校、中学校２校
・防災・減災教育の研修会（ｅラーニングの実施を含む）　３回
・学校が、区や地域と連携し、防災についての情報を区と共有するととも
に、児童生徒への防災・減災教育の充実（ＤＶＤ等の活用、区や地域と
連携した取組など）を図る　全小中学校
・区と連携した、学校における大規模災害初期対応マニュアルの充実
避難所指定の全学校園
・「子どもたちの防災意識が高まった（高まっている）」と肯定的な回答を
する割合99.1％

Е̱ ֝ 【防災・減災教育の推進】

2/ Ϸ˔ ˔3‐1‐2に包含 3‐1‐2に包含 3‐1‐2に包含

・新型コロナウィルス感染症の影響により、地域と連携した防災教育の
実施が困難な状況であるが、ＤＶＤ等を活用するなど、現在の状況下で
取組可能な防災教育の充実を各校に働きかけていく。

①：目標達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
②：目標未達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)

⁫

͔

►₴↓ǵ֝ ὕ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

全ての学校で「子どもの安全を守るための防災指導の手引き」を活用し
て作成する「防災・減災教育カリキュラム」に基づき防災・減災教育が推
進されるよう、研修を通じて優れた教育実践の普及や具体的な実施方法
の周知を行った。
・「大規模災害初期対応マニュアル」を改訂し内容を充実　全小中学校
・地域の実情を踏まえて区と連携し、各校の「防災・減災教育カリキュラ
ム」を作成　全小中学校
・防災・減災教育の指導に係るモデル研究　小学校２校、中学校２校
・防災・減災教育の研修会　未実施
 緊急事態宣言により未実施となった集合研修に代わり、大阪府と連携し
て防災に関する広報誌を配布（１回）
・区や地域と連携し、防災についての情報を区と共有するとともに、児童
生徒への防災・減災教育を充実（ＤＶＤ等の活用、区や地域と連携した取
組など）　全小中学校
・区と連携した、学校における大規模災害初期対応マニュアルの充実
避難所指定の全学校園

・新型コロナウイルス感染症対策を図りながら、区役所や地域をはじめと
した関係機関等との連携のあり方を工夫し、学校や地域の実情に応じた
防災・減災教育の取組をさらに充実させる必要がある。
・プロセス指標の数値は高かったものの、新型コロナウイルス感染症対
策のため、体験的な学習が十分に行えなかったことで、前年度よりも数
値が低下したと考えられる。

ɕɫȹȷ ǵ
・小学校95.4％
・中学校90.2％

①
（ⅰ）

ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・新型コロナウイルス感染症対策を図りながら、関係機関等と連携し学
校や地域の実情に応じた実践的・効果的な防災・減災の取組を行うため
に、有効な取組や必要な工夫について広く情報を収集し、各校園に周知
していく。
・子どもの防災意識が高まるよう、新型コロナウイルス感染症対策下に
おける有効な取組について、教職員に研修等により周知していく。

①：目標達成　　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)
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　【様式２】
ȈǝǠ ֗Ǻ Ʊ 【道徳心・社会性の育成】

ȈǝǠ Ǵ ₴ ș꜠ ǲ ὑ ʴ Ǳ֝ ǵ רׄ
倫理や規範意識、社会性をはぐくむ教育の取組などを進め、幼児期から
小中学校を通した義務教育修了までに、基本的な道徳心・社会性を身に
付けた児童生徒を育成する。
また、障がいのある子どもと障がいのない子どもがともに学ぶ仕組みで
あるインクルーシブ教育システムの充実と推進を図る。

・インクルーシブ教育については、合理的配慮研修や、学校園への訪問
研修等を実施し、教員の資質向上を図る。

Ａ：順調　Ｂ：順調でない

ǵ b
ａ：順調
ｂ：順調でない

⁫

͔

ǵȠȤɆȩɞ ǲ
ᾍǠȒ ҧר

ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、戦略を見直す

ƱƱĦ ҧרǓƼȢƽǵḹֻǶⱳ

・インクルーシブ教育については、障がいの状況が多様化しており、教員
の特別支援教育に関する専門性を含めた資質向上を図っていく必要が
ある。

ȠȤɆȩɞ ǵ Ѽ₴↓ Ήѩ Ћ̱

Ｂ ˹♥ǵᾍꜘ ׄƱƱĦ ҧרǓƼȢƽǵḹֻǶⱳ

Ｂ

97.6%④

②

③
中学校未測定（新型コロナによる全国調査未実施のため）

小学校未測定（新型コロナによる全国調査未実施のため）

①

・各校における道徳教育を充実させるよう、優れた教育実践の開発・普
　及や教員の指導力向上などを図る。
・社会的・職業的自立に向け、子どもの勤労観・職業観を育てるため、
　子どもの発達段階に応じて体系的・系統的にキャリア教育を進める。
・インクルーシブ教育システムを推進し、特別支援教育の充実に向けた
　人員の配置や巡回相談、研修の充実、及びインクルーシブ教育推進
　室の機能の充実を図る。ȠȤɆȩɞ ȈǝǠ ș ΙӓǞǦ

①令和２年度末に、全国調査において、「人の役に立つ人間になりたい
　か」という項目に肯定的な回答をする児童生徒の割合を、小学校
　93.0％、中学校92.0％以上にする。
②令和２年度末に、全国調査において、「自分には良いところがあるか」
　という項目に肯定的な回答をする児童生徒の割合を、小学校75.0％、
　中学校70.0％以上にする。
③令和２年度末に、全国調査において、「将来の夢や目標を持っていま
　すか」という項目に肯定的な回答をする割合を、小学校85.0％、中学校
　71.0％以上にする。
④令和２年度末に、学校園に実施するアンケートにおいて、「インクルー
　シブ教育システムの充実と推進を図った」とする学校の割合を100％に
　する。

中学校未測定（新型コロナによる全国調査未実施のため）

小学校未測定（新型コロナによる全国調査未実施のため）

中学校未測定（新型コロナによる全国調査未実施のため）

小学校未測定（新型コロナによる全国調査未実施のため）

66.1%

80.5%

67.4%

74.7%

92.5%

94.1%

97.4%

－

－

－

－

－

－
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　【様式２】

円 円 円
►₴↓ǵ֝ Кὦ ɕɫȹȷ ֝ ǲȏȑȈǝǠ
小中学校における道徳教育を充実するため、研修を通じて指導の改善
を図るとともに、道徳教育推進モデル校を中心に実証研究によりカリキュ
ラムの開発・普及を進める。
・校園長研修（道徳教育）　年１回（悉皆）
・道徳教育推進教師研修　年３回（悉皆）
・文部科学省「道徳教育の抜本的改善・充実に係る支援事業」
　推進モデル校における実践研究の実施　小学校２校　 中学校１校
　推進拠点校における実践研究の実施 　　中学校８校

Е̱ ֝ 【道徳教育の推進】

2/ ２百万 Ϸ˔ ２百万 ˔ ２百万

・道徳教育推進教師研修　３回
・校園長研修（道徳教育）１回
・文部科学省「道徳教育の抜本的改善・充実に係る支援事業」
　推進モデル校の指定　　小学校２校　中学校１校
  推進拠点校の指定　　中学校８校
・モデル校等での実証研究によるカリキュラムの作成
・年次研修における道徳教育に関する研究授業等の実施
・教員研修を受けて「自校の取組に活用できた」と回答する小中学校の
割合　　94.4％

教育センター道徳教育事業評価アンケート（１月）より、道徳教育推進教
師研修・校園長研修（道徳教育）を受講して「自校の取組に活用できた」
と回答する小中学校の割合　95％以上

【撤退・再構築基準】
上記目標の結果が70％未満であれば、事業手法を再構築する。

Ѽ₴↓ȅǮǵὕ

ʴ

ȑ

ȑ

ɕɫȹȷ ǵ
①
（ⅰ)

ǯ ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・今年度、「大阪市道徳教育推進委員会」を改組し、学校現場と事務局
がより連携を密にするため、「大阪市道徳教育のさらなる充実に向けた
推進会議」を立ち上げた。今年度の文部科学省「道徳教育の抜本的改
善・充実に係る支援事業」が中止となったが、「大阪市道徳教育のさらな
る充実に向けた推進会議」のモデル校として研究支援を行った。
・道徳教育推進教師研修において、教員の「主体的・対話的で深い学
び」に向けた授業力の質的転換のため、モデル校における研究実践の
成果報告を積極的に取り入れ、研修内容のさらなる充実を図っていく。

①：目標達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
②：目標未達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)

⁫

͔

►₴↓ǵ֝ ὕ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

小中学校における道徳教育を充実するため、研修を通じて指導の改善
を図るとともに、道徳教育推進モデル校を中心に実証研究によりカリキュ
ラムの開発・普及を進めた。
・校園長研修（道徳教育）　未実施（新型コロナのため）
・道徳教育推進教師研修　年２回
・「大阪市道徳教育のさらなる充実に向けた推進会議」
　モデル校における研究発表会の実施　小学校２校、中学校１校
　推進拠点校における実践研究の実施（校内研修）　中学校８校

・道徳教育推進教師研修をeラーニングで実施した。研修についての充
実度が、研修受講シートの結果から肯定的回答の割合が高かったが、
「自校の取組に活用できた」と回答する小中学校の割合が昨年度より若
干減少した。eラーニングのさらなる充実が課題である。

ɕɫȹȷ ǵ
・90％ ②

（ⅱ）
ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・道徳教育推進教師研修のeラーニングにおいて、講師による講話の動
画視聴や、オンライン研修等、受講者の理解をより深め、校内でより伝
達しやすい研修内容の構築を図る。

①：目標達成　　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)
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　【様式２】

円 円 円
►₴↓ǵ֝ Кὦ ɕɫȹȷ ֝ ǲȏȑȈǝǠ
社会的・職業的自立に向け、子どもの発達段階に応じて、キャリア発達
にかかわる「人間関係形成能力・社会形成能力」をはじめとする諸能力
を育てるため、特別活動と各教科等との関連を図るとともに、キャリア・
パスポートを活用するなどして、体系的・系統的にキャリア教育を進め
る。あわせて、企業や団体との連携による職業講話や職場見学、職場体
験学習、各分野で活躍する人材などによる出前授業の実施など、児童生
徒が学ぶことと自己の将来とのつながりを見通しながら、社会的・職業的
自立に必要な基盤となる資質・能力を身に付けていくことができるよう取
組を進める。
・職業講話・職場見学等の実施　全小学校
・職業講話・職場体験学習等の実施　全中学校
・体系的な「キャリア学習」に取り組むための年間指導計画作成の指導
全小中学校

教員研修参加者が「研修成果を今後の取組に活かす」と回答した割合
前年度同等

【撤退・再構築基準】
上記目標が70％未満であれば、事業手法を再構築する。

Ѽ₴↓ȅǮǵὕ
・職業講話・職場見学の実施　全小学校
・職業講話や職場体験学習等の実施　全中学校
・体系的な「キャリア学習」に取り組むための年間指導計画作成の指導
　全小中学校
・教員研修参加者が「研修成果を今後の取組に活かす」と回答した割合
99％

Е̱ ֝ 【キャリア教育の充実】

2/ ４百万 Ϸ˔ ４百万 ˔ ４百万

ʴ

ȑ

ȑ

ɕɫȹȷ ǵ
②
(ⅱ)

ǯ ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・新型コロナウイルス感染症の影響により、職業講話、職場見学、職場
体験学習や出前授業等、実施が困難な状況にある。
・キャリア発達にかかわる「人間関係形成能力・社会形成能力」をはじめ
とする諸能力を育てるため、実施困難な取組に代わる取組を各校の状
況に応じて展開する必要がある。
・改善策として、各校における「キャリア学習」の年間指導計画の見直し
を周知し、キャリア・パスポートを適切に活用することにより、教育活動全
体を通して、児童生徒がキャリア教育に関わる諸活動について、自己変
容や成長を自己評価することで、諸能力の育成につなげるよう各校に周
知する。

①：目標達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
②：目標未達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר -
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)

⁫

͔

►₴↓ǵ֝ ὕ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

社会的・職業的自立に向け、子どもの発達段階に応じて、キャリア発達
にかかわる「人間関係形成能力・社会形成能力」をはじめとする諸能力
を育てるため、特別活動と各教科等との関連を図るとともに、キャリア・
パスポートを活用するなどして、体系的・系統的にキャリア教育を進め
る。あわせて、企業や団体との連携による職業講話や職場見学、職場体
験学習、各分野で活躍する人材などによる出前授業の実施など、児童生
徒が学ぶことと自己の将来とのつながりを見通しながら、社会的・職業的
自立に必要な基盤となる資質・能力を身に付けていくことができるよう取
組を進めた。
・小学校　職業講話の実施 77校、職場見学の実施 36校、
　　　　　　 職場体験学習の実施 29校
  中学校　職業講話の実施 79校、職場見学の実施 ２校、
　　　　　　 職場体験学習の実施 ６校
  対面実施や校外学習が困難な学校では、オンラインによる職場見学や
職業講話等、各校の状況に応じて代替措置を講じて実施
・体系的な「キャリア学習」に取り組むための年間指導計画作成の指導
全小中学校

・「キャリア・パスポート」について、小中学校における活用状況を引き続
き把握する必要がある。
・全小中学校において、年間指導計画作成の指導を行ったが、今後は年
間指導計画に沿った「キャリア学習」の実施について確認する必要があ
る。
・年間指導計画の作成にあたり、キャリア発達という面においても児童生
徒の学びに深化・統合が見られるように、特別活動と各教科等との横断
的な関わりについても整理することが必要である。
・新型コロナウイルス感染症の影響により実施が困難であった体験的学
習は、キャリア発達にかかわる諸能力の育成に重要なツールであるた
め、今後、諸活動の実施方法の工夫やこれに代わる有効的な取組の開
発が必要である。

ɕɫȹȷ ǵ
・未測定（新型コロナのため、研修が未実施であったが、11月・３
月に各校で活用できる研修資料の情報提供を行った。）

②
（ⅱ）

ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・「キャリア・パスポート」の活用状況調査を小中学校で実施し、各校の状
況に応じて効果的に活用できるように支援を行う。
・各校の実態により作成された年間指導計画の進捗状況を把握し、取組
の進んでいない学校については、適切な支援を行っていく。
・キャリア教育において先進的な取組を進めている学校のようすを広く共
有できる研修を企画する等の支援を行う。

①：目標達成　　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר ―
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)
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　【様式２】

円 円 円
►₴↓ǵ֝ Кὦ ɕɫȹȷ ֝ ǲȏȑȈǝǠ
発達障がいを含む障がいへの理解を深め、障がいのある児童生徒が地
域で学びやすい基礎的環境整備を行うとともに、ユニバーサルデザイン
を取り入れた本市のインクルーシブ教育システムの充実と推進を図る。
・特別支援教育サポーター配置　小学校495名、中学校125名
　　発達障がいサポート事業（区事業）との一元化による支援強化
・インクルーシブ教育推進スタッフ配置　小学校15名、中学校6名
・各校園への巡回指導体制の強化　 アドバイザー４名配置
・医療的ケアの必要な小中学校への看護師配置　50校
・多様な学びの場における通学支援
　　もと大阪市立肢体不自由特別支援学校４校　年間120日
・特別支援教育に関する研修の実施　200回

学校園に対する調査における、「研修等を通じて、発達障がいを含む障
がいの理解が進んだとする学校園の割合」及び「巡回相談等を活用し
て、校園内体制の充実が図れたとする学校園の割合」　　各90％以上

【撤退・再構築基準】
上記目標が60％未満であれば、事業を再構築する。

Ѽ₴↓ȅǮǵὕ
・特別支援教育サポーター配置　小学校454名、中学校123名
・インクルーシブ教育推進スタッフ配置　小学校11名、中学校6名
・各校園への巡回相談体制の強化　アドバイザー４名配置
・医療的ケアの必要な小中学校への看護師配置56校
・医療的ケアの必要な児童生徒の通学支援
    もと大阪市立肢体不自由特別支援学校４校 　年間120日
・特別支援教育に関する研修の実施　211回
学校園に対する調査における、「研修等を通じて、発達障がいを含む障
がいの理解が進んだとする学校園の割合」98.2％、「巡回相談等を活用
して、校園内体制の充実が図れたとする学校園の割合」94.4％

Е̱ ֝ 【特別支援教育の充実】

2/ 655百万 Ϸ˔ 632百万 ˔ 1,019百万

ʴ

ȑ

ȑ

ɕɫȹȷ ǵ
①
(ⅰ)

ǯ ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・障がいのある児童生徒の在籍数が毎年増加傾向にあることから、教員
の発達障がいを含む障がい理解の深化及び専門性の向上、障がいの
多様化による一人ひとりのニーズに応じた「個別の教育支援計画」及び
「個別の指導計画」を作成・活用し、インクルーシブ教育システムの充実
と推進を図る必要がある。引き続き、特別支援教育に関する研修の充実
や特別支援教育サポータの配置による校内体制の構築、多様な相談
ニーズに応じた全校園への巡回指導の実施を行う。

①：目標達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
②：目標未達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)

⁫

͔

►₴↓ǵ֝ ὕ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

発達障がいを含む障がいへの理解を深め、障がいのある児童生徒が地
域で学びやすい基礎的環境整備を行うとともに、ユニバーサルデザイン
を取り入れた本市のインクルーシブ教育システムの充実と推進を図っ
た。
・特別支援教育サポーター配置　小学校  495名、中学校 125名
・インクルーシブ教育推進スタッフ配置　小学校　9名、中学校　5名
・各校園への巡回相談体制の強化　アドバイザー4領域（臨床心理士、
　作業療法士、言語聴覚士、理学療法士）の配置
・医療的ケアの必要な小・中学校への看護師配置　52校
・多様な学びの場における通学支援
　　もと大阪市立肢体不自由特別支援学校　４校　年間120日
・特別支援教育に関する研修の実施　79回

・小中学校で学ぶ障がいのある児童生徒は、年々増加傾向であり、障が
いの状況も多様化している中、教員の障がい理解の深化及び専門性の
向上を引き続き図る必要がある。
・特別支援学級の在籍児童生徒は、「個別の教育支援計画」及び「個別
の指導計画」を全員作成するとなっており、より実態に応じた適切な作
成・活用を進めていくことが必要である。
・医療的ケアの必要な児童生徒の増加、その内容の多様化により、個々
のニーズに応じた支援体制の充実を図る必要がある。
・新型コロナウイルス感染症対策により、予定していた巡回指導の一部
延期や中止があったことから、今後は状況に応じて実施方法等の工夫
が必要である。

ɕɫȹȷ ǵ

・99％
・91％

①
（ⅰ）

ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・特別支援教育コーディネーター対象の研修に加えて、全教職員対象の
合理的配慮研修や、各学校園へ出向いて研修を行う発達障がい基礎講
座等、通常学級担任を含めた校内の教職員への研修を実施するととも
に、「特別支援学校教育職員認定講習」を市独自で実施し、教員の専門
性の向上を図る。
・研修実施の他、巡回指導やインクルーシブ教育推進スタッフの助言等
の充実を図り、「個別の教育支援計画」及び「個別の指導計画」の適切な
作成・活用につなげる。
・今後、リモート等の活用も含めた巡回指導のあり方を検討する。
・必要な看護師確保を図るとともに、教職員、看護師対象の医療的ケア
に関する研修を実施することで、個々のニーズに応じた学校における医
療的ケアの実施体制の構築及び医療的ケアの実施に関する校内支援
体制の整備を図る。

①：目標達成　　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)
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　【様式２】

円 円 円

①令和２年度末に、全国調査の「ＰＴＡや地域の人が学校の諸活動にボ
　ランティアとして参加してくれますか」の項目について、「よく参加してく
　れる（参加してくれる）」と答える学校の割合を全国平均(小97.8％、
  中90.4％)以上にする。
②令和２年度末に、全国調査の「読書は好きですか」の項目について、
　「当てはまる（どちらかと言えば当てはまる）」と答える児童生徒の割合
　を全国平均以上(小75％、中68％)にする。

保護者・地域住民が学校の諸活動により積極的に参加できるよう、地域
と学校が協働していく仕組みを整備していくため、引き続き地域学校協
働活動推進プロジェクトチーム会議を開催し、関係諸団体の連携につい
て検討を進めていく。読書に親しむ児童生徒を増やすため、教員研修の
実施や学校図書館ボランティアの支援を進め、読書環境の充実を図って
いく。

Ａ：順調　Ｂ：順調でない

ǵ b
ａ：順調
ｂ：順調でない

⁫

͔

ǵȠȤɆȩɞ ǲ
ᾍǠȒ ҧר

ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、戦略を見直す

ƱƱĦ ҧרǓƼȢƽǵḹֻǶⱳ

保護者・地域住民が学校の諸活動に参加する割合について、小学校に
おいては肯定的回答の割合が全国平均に近づいているが、中学校にお
いては全国平均との差が広がっている。読書が好きと回答する児童生
徒の割合が全国平均を下回っている。

ȠȤɆȩɞ ǵ Ѽ₴↓ Ήѩ Ћ̱

Ｂ
˹♥ǵᾍꜘ ׄƱƱĦ ҧרǓƼȢƽǵḹֻǶⱳ

中学校（新型コロナによる全国調査未実施のため）
②

①

－58.7%

►₴↓ǵ֝ Кὦ ɕɫȹȷ ֝ ǲȏȑȈǝǠ
小中学校において、学校図書館補助員等の配置による学校図書館の環
境整備を図るとともに、昼休みや放課後等を活用して学校図書館の開館
日数や回数を増加させるなど学校図書館の充実を図り、学校図書館を
活用した調べ学習や読書活動の活性化を図る。
・学校図書館の本の整備（平成29年度末に達成した「大阪市図書標準」
の維持と蔵書構成の充実）
・学校図書館や読書活動に関する教員研修の実施
・学校図書館ボランティアへの支援

・開館回数　週当たり開館回数８回以上
・全国学力・学習状況調査の「１日あたりどれくらいの時間、読書をしま
すか」に対する不読回答が前年度以下

【撤退・再構築基準】
・週当たり開館回数７回未満の学校が３割以上
・上記調査の不読回答について、前年度を上回る学校が３割以上

Ѽ₴↓ȅǮǵὕ
・学校図書館の本の整備（平成29年度末に「大阪市図書標準」達成）
・教員研修、学校図書館ボランティアへの支援の実施
・不読回答　小学校：25.7％、中学校：48.0％

Е̱ ֝ 【学校図書館の活性化】

2/ 205百万 Ϸ˔ 162百万 ˔ 253百万

ʴ

ȑ

ȑ

ɕɫȹȷ ǵ
②
(ⅱ)

ǯ ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・昨年度末時点で開館回数目標達成校の割合は増えているが、今年度
は新型コロナウイルス感染症流行により、通常の開館も困難な状況にあ
る。
・必要な対策を取りながら、学校図書館の貸出機能を維持し、活用促進
できるよう、各校の状況を把握して適切な支援を行う。
・適切な蔵書構成に向けた選書支援等を引き続き行う。

①：目標達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
②：目標未達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר －
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)

⁫

͔

►₴↓ǵ֝ ὕ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

小中学校において、学校図書館補助員等の配置による学校図書館の環
境整備を図るとともに、昼休みや放課後等を活用して学校図書館の開館
日数や回数を増加させるなど学校図書館の充実を図り、学校図書館を
活用した調べ学習や読書活動の活性化を図った。
・チーフコーディネーターの配置　３名
・学校図書館補助員コーディネーターの配置　24名
・学校図書館補助員の配置　156名
・学校図書館の本の整備(大阪市図書標準の冊数の維持に向けた選書
支援等）
・学校図書館や読書活動に携わる教員研修 未実施（新型コロナのため）
・学校図書館支援ボランティアへの支援
　学校図書館支援ボランティア対象講座7回、学校図書館実践交流会15
回（書面開催含む）実施

・1年間を通して、新型コロナウイルス感染症対策により学校図書館支援
ボランティアが活動できない状況もあり、開館回数が大幅に減少した。学
校図書館の活用による授業・その他の教育活動の充実について把握す
る必要がある。

ɕɫȹȷ ǵ
・小学校53.5％、中学校66.4％
・未測定（新型コロナによる全国調査中止のため）

②
（ⅱ）

ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・引き続き学校図書館補助員、同コーディネーター等の配置を行い、市
立図書館も含めた学校図書館支援体制を維持していく。
・必要な対策を取りながら、学校図書館の貸出機能を維持し、活用促進
できるよう、各校の状況を把握して適切な支援を行っていく。また、学校
司書の配置について検討を進める。

①：目標達成　　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)

小学校（新型コロナによる全国調査未実施のため）

中学校（新型コロナによる全国調査未実施のため）

小学校（新型コロナによる全国調査未実施のため） 97.6%

－

－

－

71.2%

80.7%

ȈǝǠ ֗Ǻ Ʊ 【地域に開かれた学校づくりと生涯学習の支援】

ȈǝǠ Ǵ ₴ ș꜠ ǲ ὑ ʴ Ǳ֝ ǵ רׄ
市民が、主体的に生涯学習に取り組むとともに、学びを活かして地域社
会の多様な場面での協働の担い手として活躍する。また、生涯にわた
り、読書を通して学習意欲の保持増進ができる児童生徒が育成される。

地域における生涯学習推進に向けて、区役所と連携し、生涯学習に関
わる課題・ニーズ等を情報収集し、より地域の実情に応じた支援を進め
るとともに、図書館や生涯学習関連施設等で、学習機会等の企画・実
施、生涯学習関連情報等の情報収集・発信等を行うことを通して、地域
社会の多様な協働の担い手づくりをめざす。あわせて、学校図書館を充
実することで、児童生徒の読書活動の推進を図る。
また、各校の学校協議会や小学校のはぐくみネット、中学校区の学校元
気アップ地域本部の活動がより一層活発になるよう、研修や連絡会を開
催するなどの支援に取り組む。

ȠȤɆȩɞ ȈǝǠ ș ΙӓǞǦ
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　【様式２】

円 円 円
►₴↓ǵ֝ Кὦ ɕɫȹȷ ֝ ǲȏȑȈǝǠ
保護者・地域住民等の学校関係者との連携による開かれた学校運営を
進めるため、「学校協議会運営の手引」及び「運営に関する計画の策定・
学校評価実施マニュアル」に基づき、各校において適切に学校協議会の
運営させる。また、保護者や地域住民への各事業趣旨の周知・参加促
進に向けて、情報提供を行う。
小学校区においては「小学校区教育協議会―はぐくみネット―」事業、中
学校区においては「学校元気アップ地域本部」事業を中心に、各校の取
組に対する支援を充実する。
・管理職対象の学校評価及び学校協議会の研修等の実施　２回
・学校元気アップ地域本部事業
　　地域コーディネーター対象の連絡会　３回
　　ブロック連絡会　全８ブロックにおいて各２回
・はぐくみネットコーディネーター対象の研修会等　５回
・「親力アップサイト」でのコラム掲載
・市ＰＴＡと連携した事業周知の実施

・学校協議会へのアンケートによって「学校協議会を通して、保護者・地
域等の学校運営への参画が進んだ」と回答する学校協議会の割合　前
年度同等
・学校元気アップ地域本部事業に関する管理職対象のアンケートで「学
校元気アップを通して、教職員の負担を軽減することができた」と答える
割合　前年度同等
・はぐくみネットコーディネーター研修等アンケートで、「新たな気づきやま
なびがあった」「活動の参考になった」と回答する割合　前年度以上

【撤退・再構築基準】
以下の状態ならば、事業手法を再構築する。
・上記学校協議会に対する調査の回答の割合　70％未満
・上記学校元気アップ地域本部事業に関する回答の割合　50％未満
・上記はぐくみネット事業に関する回答の割合　50％未満

Ѽ₴↓ȅǮǵὕ
・校園長、事務主任等対象の「学校評価及び学校協議会」の研修等の実
施　３回
・学校元気アップ地域本部事業連絡会
　　地域コーディネーター対象の連絡会　３回
　　ブロック連絡会　全８ブロックにおいて各２回
・はぐくみネットコーディネーター対象の研修会等　14回
・「親力アップサイト」でのコラム掲載
・市ＰＴＡと連携した事業周知の実施
・「参画が進んだ」と回答する学校協議会の割合　97.2％
・管理職対象のアンケートで「学校元気アップを通して、教職員の負担を
軽減することができた」と答える割合　90％
・はぐくみネットコーディネーター研修アンケートの回答の割合
　「新たな気づきやまなびがあった」　95.7％
　「活動の参考になった」　91.5％

Е̱ ֝ 【開かれた学校運営と教育コミュニティづくりの推進】

2/ 106百万 Ϸ˔ 120百万 ˔ 115百万

ʴ

ȑ

ȑ

ɕɫȹȷ ǵ
①
(ⅱ)

ǯ ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

【・学校評価及び学校協議会】
・引き続き、「学校協議会運営の手引」及び「運営に関する計画の策定・
学校評価実施マニュアル」を各校に周知し、学校協議会の運営等に反
映させる。
【学校元気アップ地域本部事業】
・学校の課題解決や学校と地域の協働に向けた取組をより充実させるた
め、コーディネーターの資質向上を図る研修を充実するとともに、コー
ディネーターと教職員とのコミュニケーションの活性化を図る。
【はぐくみネット事業】
・はぐくみネットコーディネーター研修は、新型コロナウイルス感染症防止
のため、従来とは異なる形態で実施するが、アンケート結果を踏まえ、課
題を整理した上で次年度の改善に努める。

①：目標達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
②：目標未達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)

⁫

͔

►₴↓ǵ֝ ὕ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

保護者・地域住民等の学校関係者との連携による開かれた学校運営を
進めるため、「学校協議会運営の手引」及び「運営に関する計画の策定・
学校評価実施マニュアル」に基づき、各校において適切に学校協議会の
運営を行った。また、保護者や地域住民への各事業趣旨の周知・参加促
進に向けて、より一層の情報提供を行った。
小学校区においては「小学校区教育協議会―はぐくみネット―」事業、中
学校区においては「学校元気アップ地域本部」事業を中心に、各校の取
組に対する支援を充実した。
・管理職対象の学校評価及び学校協議会の研修等　未実施（新型コロナ
のため）
・学校元気アップ地域本部事業
　地域コーディネーター対象の連絡会　未実施（新型コロナのため）
　ブロック連絡会　全８ブロックにおいて未実施（新型コロナのため）
・動画配信等によるはぐくみネットコーディネーター対象の研修会　１回
・「親力アップサイト」でのコラム掲載
・市ＰＴＡと連携した事業周知の実施

・学校協議会の議論を活発化させるなど、更なる充実を図る必要があ
る。
・学校元気アップ事業では、地域コーディネーターの活動が円滑に進ん
でいない学校がなお一部にある。
また、新型コロナウイルス感染症対策により４・５月は活動中止となり、
その後も例年通り活動できない状態であった。
・はぐくみネット事業では、新型コロナウイルス感染症対策を講じ、児童
生徒の安全確保を第一に実施していく必要がある。また、新型コロナウ
イルス感染拡大により、研修の実施手法を変更した。今後も、感染状況
を踏まえ、実施手法について工夫する必要がある。
・社会教育法・地教行法の改正を踏まえた、地域学校協働活動を推進し
ていく必要がある。

ɕɫȹȷ ǵ

・91％
・87％
・新たな気づきや学び：65％、活動の参考：60％

②
（ⅱ）

ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・新型コロナウイルス感染症対策をとりながら、学校協議会の更なる充
実に向け、引き続き管理職等を対象とした研修を実施する。
新型コロナウイルス感染症対策をとりながら、学校訪問や交流会を通じ
て個別に指導助言する。
・動画配信等による研修は初任者向けのものだけでなく、ステップアップ
的な内容のものも準備する。
・引き続き地域学校協働活動推進プロジェクトチームにおいて地域学校
協働活動のあり方について、担当部局を超え学校教育・地域活動・生涯
学習にわたる包括的な議論を進め、はぐくみネット事業のあり方につい
て検討する。

①：目標達成　　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)
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　【様式２】

円 円 円
►₴↓ǵ֝ Кὦ ɕɫȹȷ ֝ ǲȏȑȈǝǠ
地域における生涯学習に関わる課題・ニーズ等を情報収集し、より地域
の実情に応じた支援を進める。
生涯学習関連施設において学習機会等の企画・実施、生涯学習関連情
報等の情報収集・発信等を行うことを通して、地域社会の多様な協働の
担い手づくりをめざす。
市立図書館は、中央図書館を核とした一体的な運営を行いながら、地域
の実情に応じた情報活用基盤として、知識創造型図書館の機能充実を
めざす。
地域の多種多様な課題解決に向けた情報収集・学習拠点および地域の
読書推進活動拠点として、学校・区役所等地域施設、団体などの多様な
セクターを支援する。
「第3次大阪市子ども読書活動推進計画」に基づき、乳幼児期から読書
に親しめる環境、子どもと本とを結びつける人が身近にいる環境を醸成
し、子どもの読書活動を支援する。
・区役所の生涯学習担当者を対象とした連絡会議等　10回
・各区の生涯学習推進員を対象とした連絡会議　10回

・生涯学習センター人材育成関係講座アンケート「学んだ内容を活かし
て、地域の活動に関わりたい」 90％以上
・生涯学習推進員登録者数　前年度以上
・市立図書館来館者数とアクセス件数の合計　1,500万件以上
・市立図書館児童書の貸出冊数　234万冊以上
・市立図書館から小中学校への団体貸出冊数　9万冊以上

【撤退・再構築基準】
・生涯学習センター人材育成関係講座アンケート「地域の活動に関わり
たい」　50％未満
・生涯学習推進員登録者数900名未満
・市立図書館来館者数とアクセス件数の合計　1200万件以下
・市立図書館児童書の貸出冊数　180万冊以下
・市立図書館から小中学校への団体貸出冊数　5万冊以下

Ѽ₴↓ȅǮǵὕ
・区役所生涯学習担当との連絡会議の実施　９回（他、チームサイトを活
用した情報交換を実施）
・生涯学習推進員との連絡会議　９回
・生涯学習センター人材育成関係講座アンケート「学んだ内容を活かし
て、地域の活動に関わりたい」 94.6％
・生涯学習推進員　1,190名
・来館者数とアクセス件数の合計　1,700万件
・児童書の貸出冊数　2,898,378冊
・市立図書館から小中学校への団体貸出冊数　114,787冊

Е̱ ֝ 【生涯学習の機会や情報の提供】

2/ 1,708百万Ϸ˔ 1,766百万 ˔ 1,874百万

ʴ

ȑ

ȑ

ɕɫȹȷ ǵ
②
(ⅱ)

ǯ ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・新型コロナウイルス感染拡大の影響により、生涯学習センター人材育
成関係講座のうち８月末までに終了予定としていた講座については、今
後開催予定である。
・区役所の生涯学習担当者を対象とした連絡会議等や、各区の生涯学
習推進員を対象とした連絡会議も開催しがたい状況が続いている。新型
コロナウイルスの感染拡大の状況を踏まえ、目標達成に向けて、学習機
会の提供や情報の収集・発信等、様々な方法により市民の生涯学習支
援を行っていく。
・新型コロナウイルス感染防止対策等影響により、団体貸出および児童
書の貸出数が著しく減少している。子どもの読書活動を推進していくた
め、小中高を対象とした電子書籍の活用法の積極的な広報を今後も
行っていく。
・来館が困難な状況下においても、ニーズに応じた情報提供が行えるよ
う、電子図書館機能等を活用しながら適切な支援を行う。

①：目標達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
②：目標未達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר －
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)

⁫

͔

►₴↓ǵ֝ ὕ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

地域における生涯学習に関わる課題・ニーズ等を情報収集し、より地域
の実情に応じた支援を進めた。
生涯学習関連施設において学習機会等の企画・実施、生涯学習関連情
報等の情報収集・発信等を行うことを通して、地域社会の多様な協働の
担い手づくりをめざした。
市立図書館は、中央図書館を核とした一体的な運営を行いながら、地域
の実情に応じた情報活用基盤として、知識創造型図書館の機能充実を
めざした。
地域の多種多様な課題解決に向けた情報収集・学習拠点および地域の
読書推進活動拠点として、学校・区役所等地域施設、団体などの多様な
セクターを支援した。
「第3次大阪市子ども読書活動推進計画」に基づき、乳幼児期から読書
に親しめる環境、子どもと本とを結びつける人が身近にいる環境を醸成
し、子どもの読書活動を支援した。
・区役所の生涯学習担当者を対象とした連絡会議等　３回
・各区の生涯学習推進員を対象とした連絡会議　４回

・生涯学習に関わる支援については、新型コロナウイルス感染症対策を
講じ、児童生徒の安全確保を第一に実施していく必要がある。また、新
型コロナウイルス感染拡大の状況を踏まえ、活動内容や手法について
工夫する必要がある。
・新型コロナウイルス感染症対策のため、市内学校園への団体貸出が
例年通り行えなかった。一方、小中高を対象とした電子書籍の活用法の
積極的な広報を行った結果、電子書籍のアクセス数は著しく増加した。

ɕɫȹȷ ǵ
・96％
・1,181名
・1,418万件
・2,716,230冊
・84,499冊

②
（ⅱ）

ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・今後も引き続き、新型コロナウイルス感染症対策を講じながら、学習機
会の提供や情報の収集・発信、学習相談、人材育成など、様々な方法に
より市民の生涯学習支援を行っていく。
・今後さらに、小中高生のニーズや新しい生活様式に対応すべく、自宅
でも利用できるサービスの充実や幅広い広報に努める。

①：目標達成　　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)
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　【様式２】

ǵ ș ȅǏǦ ᵣ Ћ̱ǯǞǭǵ ͔ ǵ

・新型コロナウイルス感染症対策のため、全国学力・学習状況調査や大阪市中学校統一テスト等が中止となり、予定されていた研修や事
業においても、大幅に内容等を修正せざるを得なくなるなど、多くの取組に支障が生じた。
・学力向上への取組については、小学校において学習指導要領が本格実施されたこと、中学校においては令和３年度に本格実施されるこ
とを踏まえ、主体的に学ぶことに関するアウトカム指標に成果が見られる。学力向上にむけては、一人ひとりの学習理解度や課題に応じた
学習ができるように、１人１台端末やデジタルドリル等の活用を図りながら効果的に行っていく必要がある。
・健康や体力を保持増進する力の育成については、オリンピック・パラリンピックムーブメント教育などを通して、児童生徒の運動に親しむ動
機づけを行い、体力の向上につながるよう、新型コロナウイルス感染症対策を図りながらオリンピック・パラリンピックに関連させた取組を実
施していく。

重点的に取り組む主な経営課題

ᵣ 【心豊かに力強く生き抜き未来を切り拓くための学力・体力の向上】

Ʊ

ȈǝǠȀǔᾓ ϑ ǱȈǝǠ Ǵ0/ 1/₴ ș꜠ ǲ ὑ

全ての子どもたちが、心身ともに健康で活力のある生活を送るための基礎となる体力を身に付け、基礎学力、論理的思考能力を習得し、様々な情
報をもとに自分の頭で考え、自己の判断と責任のもとに国際社会において力強く生きていける状態をめざす。

ὑǵ ǯǱȒ ɵɅɶȽ

◆全国学力・学習状況調査結果の推移
　 　・平均正答率（平成30年度調査までＡ・Ｂ問題として実施）

◆大阪市英語力調査結果の推移

◆全国体力・運動能力、運動習慣等調査の体力合計点の推移

ᶦѝ ȈǝǠȀǔᾓ ϑǯ ǲ⁪Ǔ ǟȒ ᶦǵѝ

・大阪市と全国との平均正答率における差が依然としてある。特に小学校国語は全国平均正答率との差が大きい。
・全国体力・運動能力、運動習慣等調査における体力合計点については改善傾向が見られるが、顕著な改善には至っていない。

ʣ ᶦș ǠȒǦȈǲⱳ Ǳǚǯ

・学力の課題が大きい学校や児童生徒に直に響く施策になるようにする必要がある。
・全ての子ども・学校園・教職員の成長などについて、客観的・経年的な検証に基づいて評価し、課題と成果の見える化を進めていく必要がある。
・課題が大きい学校園に対しては、特性・状況に応じて、一律ではなく、より重点的な支援を行っていく必要がある。
・引き続き、体力・運動能力向上のための取組の充実を図っていく必要がある。

⁫

͔
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　【様式２】
ȈǝǠ ֗Ǻ Ʊ 【全ての基礎となる幼児教育の普及と質の向上】

ȈǝǠ Ǵ ₴ ș꜠ ǲ ὑ ʴ Ǳ֝ ǵ רׄ
知・徳・体の調和のとれた幼児を増やす。 就学前教育カリキュラムの浸透と実践及び乳幼児期からの読書活動の

推進を図る。

ȠȤɆȩɞ ȈǝǠ ș ΙӓǞǦ
①令和２年度末に、市立幼稚園保護者対象に実施する、就学前教育
　カリキュラムにおける知・徳・体の育ちについてのアンケートにおいて、
　肯定的な回答を90％以上にする。

Ａ：順調　Ｂ：順調でない

ǵ b
ａ：順調
ｂ：順調でない

⁫

͔

ǵȠȤɆȩɞ ǲ
ᾍǠȒ ҧר

ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、戦略を見直す

ƱƱĦ ҧרǓƼȢƽǵḹֻǶⱳ

・新型コロナウイルス感染症対策を踏まえた、研修や事業の充実を図る
必要がある。ȠȤɆȩɞ ǵ Ѽ₴↓ Ήѩ Ћ̱

Ａ ˹♥ǵᾍꜘ ׄƱƱĦ ҧרǓƼȢƽǵḹֻǶⱳ
①93.1％ Ａ93%

►₴↓ǵ֝ Кὦ ɕɫȹȷ ֝ ǲȏȑȈǝǠ
「就学前教育カリキュラム改訂版」の周知と活用の推進を図るとともに、
同カリキュラムに沿った取組が進められるよう、大阪市保育・幼児教育セ
ンターと連携し、研修等を実施する。
・園長対象の説明会の開催　1回
・幼稚園や保育所等、教育保育施設交流会の開催　１回
・教諭や保育士対象の研修会の開催　４回
・「パイロット園所の指定」及び「就学前教育カリキュラム」（平成31年3月
改訂）を活用した自園の取組への指導助言及び取組発表会の企画運営

市立幼稚園教員対象アンケートで、就学前教育カリキュラムにおける
知・徳・体に係る実践への意識及び教育効果についての肯定的回答　各
90％以上

【撤退・再構築基準】
上記回答の割合が共に60％未満であれば、事業を再構築する。

Ѽ₴↓ȅǮǵὕ
・園長への説明会の開催　１回
・幼稚園や保育所等、教育保育施設交流会の開催　１回
・教諭や保育士対象の研修会の開催　７回
・パイロット園の指定及び取組発表会を全パイロット園で実施
・市立幼稚園教員対象アンケートで、就学前教育カリキュラムにおける
知・徳・体に係る実践への意識97.4％、教育効果についての肯定的回答
94.2％

Е̱ ֝ 1 【幼児教育カリキュラムの浸透と実践】

2/ Ϸ˔ ˔― ― ―

・感染症拡大防止対策を取りながら、研修や事業の充実を図っていく。
・就学前教育カリキュラム推進園所実践研究事業において、同カリキュ
ラムの活用の推進、普及と浸透に努め、その成果を広く発信していく。

ʴ

ȑ

ȑ

ɕɫȹȷ ǵ
①
(ⅰ)

ǯ ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・就学前教育カリキュラム（平成31年3月改訂）の更なる周知と活用を図
るため、オンライン研修の動画配信を８回実施し、幼児教育、保育の質
的向上を図る。
・新型コロナウイルス感染症拡大防止・予防に対応し、年度当初に予定
していた計画を状況に合わせて随時見直しながら取組を進める。

①：目標達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
②：目標未達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)

⁫

͔

►₴↓ǵ֝ ὕ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

「就学前教育カリキュラム改訂版」の周知と活用の推進を図るとともに、
同カリキュラムに沿った取組が進められるよう、大阪市保育・幼児教育セ
ンターと連携し、研修等を実施した。
・園長対象に就学前教育カリキュラム概要版の説明会資料を配付　１回
・幼稚園や保育所等、教育保育施設交流会の内容を変更し、保幼こ小
連携・接続研修会として開催　２回
・教諭や保育士を対象としたオンライン研修の実施　８回
・「パイロット園所の指定」
　　市立幼稚園２園・公立保育所２所
　　私立幼稚園２園・私立保育園２所を指定し実践研究
・「就学前教育カリキュラム」（平成31年3月改訂）に基づいた取組を行っ
た園への指導助言　52園
・実践研究発表会の企画運営
（市立幼稚園２園を含む全園所の実践研究報告会は令和３年度に延期）

・プロセス指標は達成しているが、新型コロナウイルス感染症対策の影
響を受け、安全な教育環境の整備への時間の確保が必要であったこと
や全パイロット園所の実践研究報告会の延期等、研修の機会が減少し
たことから、アンケートの結果数値が前年度より低下したと考えられる。
そのため、新型コロナウイルス感染症対策を行った研修や研究事業等
の充実を図る必要がある。

ɕɫȹȷ ǵ
・実践への意識：92.2％、教育効果：90.6％ ①

（ⅰ）

ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・就学前教育カリキュラム推進園所実践研究事業において、同カリキュ
ラムの活用の推進、普及と浸透に努め、その成果を広く発信することで、
幼児教育の質の向上を図る。
・就学前教育カリキュラムを活用した取組の推進と充実のため、市立幼
稚園全園に対する支援を行う。
・新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえ、就学前教育カリキュラム
研修の実施方法や内容について工夫し、各就学前施設のニーズに応じ
た研修を行う。

①：目標達成　　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)
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　【様式２】

円 円 円
►₴↓ǵ֝ Кὦ ɕɫȹȷ ֝ ǲȏȑȈǝǠ
・乳幼児期から読書に親しむことができるよう、市立図書館から幼稚園・
保育所・子育て支援施設等への配本を行う。
・幼稚園・保育所・子育て支援施設等へ絵本の読み聞かせを行う図書ボ
ランティアを派遣する。

・事業アンケート「子どもたちが様々な本にふれる機会となっていると思
いますか」「次年度も配本セットを活用したいと思いますか」に対しての肯
定的回答　各90％以上
・保護者対象アンケートにおける「物の名前、絵本や歌詞などの言葉に
関心をもつようになってきた」「絵本や体験などを通して、言葉が増えてき
た」に対する肯定的回答の割合　前年度同等（令和元年度　96.4％、
98％）
・市立図書館からの配本回数　430回以上
・図書ボランティア派遣回数　前年度同等

【撤退・再構築基準】
以下の状態なら、事業手法を再構築する。
・事業アンケートの肯定的回答　各65％以下
・保護者対象アンケートにおける肯定的回答　各80％未満
・市立図書館からの配本回数　300回以下
・図書ボランティア派遣回数　1,200回以下

Ѽ₴↓ȅǮǵὕ
・市立図書館からの配本回数　428回
・図書ボランティア派遣回数　1,720回（令和元年度実績）
・配本施設職員へのアンケート「子どもたちは本が好きですか」に対して
の肯定的回答　100％

Е̱ ֝ 【就学前施設における読書活動の推進】

2/ ２百万 Ϸ˔ ２百万 ˔ ２百万

ʴ

ȑ

ȑ

ɕɫȹȷ ǵ
②
(ⅱ)

ǯ ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・新型コロナウィルス感染症拡大防止対策等の影響により、当初配本を
希望していた一部の施設から希望取り下げがあり、配本を停止している
状況である。
・新型コロナウィルス感染症拡大防止対策等の影響により、年度当初か
ら図書ボランティア派遣を見合わせている状況である。
・新型コロナウィルス感染症拡大防止対策等を考慮しつつ、引き続き子
どもたちが読書に親しむことができるよう配本施設の読書環境の整備を
支援する。

①：目標達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
②：目標未達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר －
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)

⁫

͔

►₴↓ǵ֝ ὕ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

乳幼児期から読書に親しむことができるよう、市立図書館から幼稚園・
保育所・子育て支援施設等への配本を行った。
幼稚園・保育所・子育て支援施設等へ絵本の読み聞かせを行う図書ボ
ランティアを派遣できなかった。（新型コロナのため）

・施設へのアンケート結果を参考にしながら、図書館からの配送便を見
直すことにより、配本施設の読書環境整備を支援する必要がある。
・新型コロナウイルス感染症拡大防止対策のため、今年度のボランティ
ア派遣は実施できなかった。

ɕɫȹȷ ǵ
・100％、99％
・96.4％、97.7％
・426回
・０回

②
（ⅱ）

ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・アンケート結果をもとに、１施設への2回配本の増加なども実施して、配
本施設の整備を行う。
・感染症拡大防止対策を取りながら、ボランティアを施設に派遣するとと
もに、ボランティア派遣が実施できなかった場合の支援策についても検
討する。

①：目標達成　　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)
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　【様式２】

⁫

͔

ǵȠȤɆȩɞ ǲ
ᾍǠȒ ҧר

ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、戦略を見直す

Ѽ₴↓ Ήѩ Ћ̱

A

˹♥ǵᾍꜘ ׄƱƱĦ ҧרǓƼȢƽǵḹֻǶⱳ

・学力向上にむけて、新型コロナウイルス感染症拡大防止対策を図りな
がら、多くの教員が研修に参加できるよう工夫するとともに、指導主事に
よる全小中学校への訪問を行い、各校の実態に応じたきめ細かで多面
的な支援を引き続き行っていく。

Ａ：順調　Ｂ：順調でない

ǵ b
ａ：順調
ｂ：順調でない

ƱƱĦ ҧרǓƼȢƽǵḹֻǶⱳ

・学習指導要領が小学校で本格実施され、中学校では令和３年度より実
施されるため、これまで以上に「深い学び」の実現に向けた、教員の授業
改善が必要である。

ȠȤɆȩɞ ǵ

ȈǝǠ ֗Ǻ Ʊ 【子ども一人ひとりの状況に応じた学力向上への取組】

ȈǝǠ Ǵ ₴ ș꜠ ǲ ὑ ʴ Ǳ֝ ǵ רׄ
義務教育修了までに社会で生き抜くために必要となる基礎的な知識や
力を身に付けた児童生徒を増やす。

各校における学力の向上に向けた取組がさらに充実するよう教育委員
会と学校現場が一体となった取組を推進し、各学校単位および児童・生
徒単位で学力の状況や課題の検証・分析をすすめ、授業での学習支援
や課外の補充学習などのきめ細かで多面的な支援を行う。ȠȤɆȩɞ ȈǝǠ ș ΙӓǞǦ

①令和２年度末に、全国調査における平均正答数の対全国比を、小学
　校国語0.96、算数0.99、中学校国語0.97、数学0.96以上にする。
②令和２年度末に、全国調査の、普段、学校の授業以外で全く勉強しな
　い児童生徒の割合を小学校4.0％、中学校9.0％以下にする。
③令和２年度末に、理科の授業で、「自分の予想をもとに観察や実験の
　計画を立てている」と回答する児童生徒の割合を小学校70.0％　中学
　校45.0％以上にする。
④令和２年度末に、「学級の友達との間で話し合う活動を通じて、自分の
　考えを深めたり、広げたりすることができていますか」に対して、肯定的
　に回答する児童生徒の割合を小学校66.0％、中学校58.0％以上にす
　る。

A

Ａ

－

A

69.5%

41.2%

68.3%

9.1%

④

②

③

①

－

B

－

－

中学校73.4％（1,2年チャレンジテストを代用）

小学校72.5％（学力経年調査を代用）

中学校未測定（新型コロナによる全国調査未実施のため）

小学校70.6％（学力経年調査を代用）

中学校未測定（新型コロナによる全国調査未実施のため）

小学校9.4％（学力経年調査を代用）

中学校未測定（新型コロナによる全国調査未実施のため）

小学校未測定（新型コロナによる全国調査未実施のため）

61.5%

6.9%

国0.91算0.98

国0.96 数0.95
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　【様式２】

円 円 円

①
(ⅰ)

ǯ ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・学校の実情に応じた学力向上施策をより計画的かつ効果的に行うた
め、配置した学力向上支援サポーターによる支援を引き続き行う。
・学校力UP支援校が、各校の課題に応じた取組を進めることができるよ
う、配置したコラボレーターによる支援の充実を図る。
・学力向上推進校において、国語、算数、数学における教員の指導力向
上をめざす。
・校長裁量拡大特例校については、２年間を総括し、汎用性の高い実践
を明らかにするため、実態調査や情報交換会を通して明らかにしていく。

①：目標達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
②：目標未達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר －
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)

【学力向上を図るための学習支援の充実】

2/ 428百万 Ϸ˔ 586百万 ˔ 652 百万

►₴↓ǵ֝ Кὦ ɕɫȹȷ ֝ ǲȏȑȈǝǠ
各校が、自校の学力の課題に応じた取組を進めることができるよう、多
面的かつきめ細やかな支援を行う。
・学力向上支援サポーター（学びサポーター・理科補助員）の配置
・「大阪市小学校学力経年調査」の実施、及び結果の分析　全小学校３
～６年生対象
・「大阪市中学校統一テスト」の実施、及び結果の分析　全中学校３年生
対象
・「大阪市版チャレンジテストplus」の実施、及び結果の分析、全中学校１
年生対象（社会・理科）
・学校力ＵＰ支援事業における支援校への「学校力ＵＰコラボレーター」
の配置　70校
・学力向上推進事業における推進校に対する学力向上指導実践チーム
の訪問指導の実施
・校長裁量拡大特例校の設置　小中学校合わせて10校

・学校アンケートで、「『大阪市小学校学力経年調査』 の分析結果を、学
力向上に資する組織的な取組に活用する」と いう学校の割合及び「『大
阪市中学校統一テスト』『大阪市版チャレンジテストplus』の結果を、学習
指導の改善及び進路指導に活用する」という学校の割合　100％
・学校力UP支援校のうち、小学校学力経年調査・中学生チャレンジテス
トにおいて国語・算数（数学）の結果が令和元年度より向上した学校の
割合　80％以上
・学力向上推進事業における推進校のうち、小学校学力経年調査・中学
生チャレンジテストで当該教科・区分の学力が令和元年度より向上した
学校の割合　80％以上
・校長裁量拡大特例校のうち、学校の実態に応じて設定した学力向上に
かかる年度目標を達成した学校の割合　100%

【撤退・再構築基準】
以下の状態ならば、事業手法を再構築する。
・上記学校アンケートの回答の割合　80％未満
・学力が向上した教科がある学校の割合　50％未満
・推進校で学力が向上した学校の割合　50％未満
・学力向上にかかる年度目標を達成した学校の割合　50%未満

Ѽ₴↓ȅǮǵὕ
・学びサポーター：小学校233校・中学校37校、理科補助員：小学校50校
・「大阪市小学校学力経年調査」の実施、及び結果の分析　全小学校3
～6年生実施
・「大阪市中学校統一テスト」の実施、及び結果の分析　全中学校３年生
実施
・「大阪市版チャレンジテストplus」の実施、及び結果の分析、全中学校１
年生実施（社会・理科）
・学校力ＵＰ支援事業における支援校への「学校力ＵＰコラボレーター」
の配置　70校
・学力向上指導実践チームの訪問指導の実施　小中学校合わせてのべ
80校
・校長裁量拡大特例校の設置　小中学校合わせて10校
・「『大阪市小学校学力経年調査』の分析結果を、学力向上に資する組
織的な取組に活用する」という学校の割合及び「『大阪市中学校統一テ
スト』『大阪市版チャレンジテストplus』の結果を、学習指導の改善及び進
路指導に活用する」という学校の割合　100％
・学校力UP支援校のうち、「小学校学力経年調査」「チャレンジテスト」に
おいて国語・算数（数学）の結果が向上した学校の割合　89.3％
・学力向上推進モデル校のうち、「小学校学力経年調査」「チャレンジテ
スト」で当該教科・区分の学力が向上した学校の割合　93.8％
・校長裁量拡大特例校のうち、学校の実態に応じて設定した学力向上に
かかる年度目標を達成した学校の割合　100％

Е̱ ֝ 1

⁫

͔

►₴↓ǵ֝ ὕ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

各校が、自校の学力の課題に応じた取組を進めることができるよう、多
面的かつきめ細やかな支援を行った。
・学力向上支援サポーター（学びサポーター：小学校269校・中学校99
校、理科補助員：小学校50校）の配置
・「大阪市小学校学力経年調査」　全小学校３～６年生対象　未実施
・「大阪市中学校統一テスト」　全中学校３年生対象　未実施
・「大阪市版チャレンジテストplus」　全中学校１年生対象（社会・理科）
実施
・学校力ＵＰ支援事業における支援校への「学校力ＵＰコラボレーター」
の配置　小学校47校、中学校23校
・学力向上推進事業にける推進校に対する学力向上指導実践チームの
訪問指導の実施　小中240校
・校長裁量拡大特例校の設置　小中学校合わせて10校

・中学生チャレンジテストや小学校学力経年調査から見えた各学校の課
題に応じた支援を行うことが必要である。
・学力向上推進事業においては、新型コロナウイルス感染症拡大防止対
策を図りながら、教員の指導力向上への取組を工夫する必要がある。
・課題把握のスピード化、最適化を図り、早期に課題を見極めることがで
きるようにするとともに、適切な目標設定を行えるようにする必要があ
る。
・校長裁量拡大特例校の成果のあった取組については、全市展開する
必要がある。

ɕɫȹȷ ǵ
・100％
・82.9％
・82.1％
・80％

②
（ⅱ）

ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・「振り返りプリント」や「単元確認シート」の活用を周知する。
・Teamsなどのオンライン指導も含め、指導主事による学力向上サポート
訪問における各学校の課題の把握とその課題に応じた細やかな支援の
実施を行う。
・課題把握を適切に行うことができるようエビデンスに基づいたデータの
整備を行うとともに、学校の実情をしっかり把握した中で、目標設定がで
きるよう、目標設定の期間について検討を行う。
・校長裁量拡大特例校の成果のあった取組についてとりまとめ、全市展
開を図っていく。

①：目標達成　　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)

ʴ

ȑ

ȑ

ɕɫȹȷ ǵ
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　【様式２】

►₴↓ǵ֝ Кὦ ɕɫȹȷ ֝ ǲȏȑȈǝǠ
放課後の学校施設等を活用した課外学習や、学びサポーター等を活用
した放課後学習の取組を進める。また、自主学習習慣の定着が図られ
るよう、児童生徒一人ひとりの学習理解度や課題に応じた学習プリント
を作成することのできる教材データ配信等を活用し、家庭学習の充実に
生かす。
・民間の事業者による課外学習等の実施　全区
・学力向上支援サポーター（学びサポーター）の配置（再掲）
・学習教材のデータ配信　全小中学校・こども相談センター

・業績目標（各区が事業ごとに設定）を達成した区　全実施区
・全小中学校の学校アンケートで「学習教材データ配信の活用は、児童
生徒の学習への意欲の向上や学力の向上等に効果が見られた」とする
旨の回答の割合 80％以上

【撤退・再構築基準】
以下の状態ならば、事業手法を再構築する。
・業績目標を達成した区　実施区の半数以下
・上記学校アンケートの回答の割合　70％未満

Ѽ₴↓ȅǮǵὕ
・民間の事業者による課外学習等の実施　全区
・学習教材のデータ配信　全小中学校・こども相談センター
・全小中学校の学校アンケートで「データ配信された学習教材を用いて、
児童生徒一人ひとりの学習理解度や課題に応じた学習プリントを作成す
るなど、学力向上に向けた活用を図った」とする旨の回答　98.6％

Е̱ ֝ 【放課後を活用した学習機会の支援】

2/ Ϸ˔ ˔2-2-1等に包含 2-2-1等に包含 2-2-1等に包含

ʴ

ȑ

ȑ

ɕɫȹȷ ǵ
①
(ⅰ)

ǯ ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・学校の実情に応じた学力向上施策をより計画的かつ効果的に行うた
め、配置した学力向上支援サポーターによる支援を引き続き行う。
・学習教材データ配信について周知し、活用を促進させる。
・放課後の学校施設等を活用した課外学習について、円滑な事業実施
に向け、区間の情報共有を密にするなどの支援を行う。なお、事業実施
に伴い新たに環境整備が必要になった場合は状況に応じて対応してい
く。

①：目標達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
②：目標未達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר -
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)

⁫

͔

►₴↓ǵ֝ ὕ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

放課後の学校施設等を活用した課外学習や、学びサポーター等を活用
した放課後学習の取組を進めた。また、自主学習習慣の定着が図られ
るよう、児童生徒一人ひとりの学習理解度や課題に応じた学習プリント
を作成することのできる教材データ配信等を活用し、家庭学習の充実に
生かした。
・民間の事業者による課外学習等の実施　全区
・学力向上支援サポーター（学びサポーター：小学校269校・中学校99
校）の配置
・学習教材データ配信　全小中学校・こども相談センター

・デジタルドリルと学習教材データ配信との連係による個に応じたさらな
る活用を推進する必要がある。
・学びサポーターとの連携による学習教材データ配信の個に応じた更な
る活用を推進する必要がある。
・ボランティアや民間事業者等による課題学習等の取組について、受講
者数が定員に満たない、学校によって参加状況に差がある、支援が必
要な児童生徒の参加が少ないなど、参加者の掘り起こしや実施場所の
工夫などに向けた対応を考える必要がある。

ɕɫȹȷ ǵ
・全区実施
・99.4％

①
（ⅰ）

ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・各学校の課題に応じた学習教材データ配信の活用方法を周知する。
・積極的な参加に向け、児童生徒への周知や保護者へ直接情報が伝わ
るよう広報の仕方や実施場所を工夫するとともに、学校と連携し、役割
分担しながら、支援が必要な児童生徒への参加勧奨を行う。

①：目標達成　　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)
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　【様式２】

円 円 円
►₴↓ǵ֝ Кὦ ɕɫȹȷ ֝ ǲȏȑȈǝǠ
各小中学校における児童生徒の習熟度別少人数授業など個に応じた指
導を充実するため、研修を通じて指導の改善を図る。
・習熟度別少人数授業の実施
小学校３～６年生の国語・算数、中学校の１～３年生の国語・数学・ 理
科・英語 （自校の課題に応じて実施）
・学校力UPベース事業コーディネーター研修の実施
小学校２回（うち１回は習熟度の授業担当者と合同）、中学校１回

・習熟度別少人数授業の児童生徒アンケートで「授業が分かる」とする旨
の回答の割合　（同じ母集団での比較）が実施前の回答以上
・学校力ＵＰベース事業コーディネーター研修における参加者の満足度
90％以上
・学校力ＵＰベース事業コーディネーター研修が、本事業の目標達成に
役立っていると回答する小中学校長の割合　90％以上

【撤退・再構築基準】
以下の状態ならば、事業手法を再構築する。
・上記児童生徒アンケートの回答の割合　実施前より減少
・上記研修における参加者の満足度　70％未満

Ѽ₴↓ȅǮǵὕ
・習熟度別少人数授業を実施　全小中学校
・コーディネーター研修の実施　小学校２回、中学校１回
・習熟度別少人数授業の児童生徒アンケートで「授業が分かる」とする旨
の回答の割合　小学校89％（実施前85％）、中学校79％（実施前75％）
・学校力ＵＰベース事業コーディネーター研修における参加者の満足度
小学校97％、中学校91％

Е̱ ֝ 1 【学校力UPベース事業（習熟度別少人数授業など個に応じた指導の充実）の実施】

2/ 1,454百万Ϸ˔ 1,455百万 ˔ 1,534百万

ʴ

ȑ

ȑ

ɕɫȹȷ ǵ
①
(ⅰ)

ǯ ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・各学校が自校の課題を把握し、より効果的な習熟度別少人数授業を行
うために、授業改善を進めることが課題である。
・研修等を通じて情報提供、情報共有、情報交換を図りながら各学校の
授業改善を進める。

①：目標達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
②：目標未達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר －
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)

⁫

͔

►₴↓ǵ֝ ὕ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

各小中学校における児童生徒の習熟度別少人数授業など個に応じた指
導を充実するため、研修を通じて指導の改善を図った。
・習熟度別少人数授業の実施
・学校力UPベース事業コーディネーター研修の実施
 小学校２回（うち１回は習熟度の授業担当者と合同）、中学校１回

・より効果的な習熟度別少人数授業や専科教員の指導のあり方につい
て、情報共有・情報交換を図りながら、各校の実態に応じた学習指導の
改善をめざす必要がある。

ɕɫȹȷ ǵ
・実施前　小学校83％、中学校76.3％
 実施後　小学校88％、中学校80.2％
・小学校93％、中学校94％
・小学校93.2％、中学校98.1％

①
（ⅰ）

ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・各校が課題を把握し、より効果的な学習指導のあり方について、単元
ごとの指導形態の工夫、教材教具の活用、児童生徒の理解等、具体的
な観点で情報提供・情報共有・情報交換を行い授業改善につなげる。①：目標達成　　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった

②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)
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　【様式２】

円 円 円
►₴↓ǵ֝ Кὦ ɕɫȹȷ ֝ ǲȏȑȈǝǠ
全ての学習の基盤となる言語能力等の育成を重視し、主体的・対話的で
深い学びの視点から、学習・指導方法の不断の改善を図るための実践
研究を行い、優れた授業実践や校内研修の実施に取り組むとともに、そ
の成果の普及と共有を図る。
・「主体的・対話的で深い学びの推進プロジェクト事業」授業づくり研修
５回

全小中学校の学校アンケートで「話し合う活動を通じて、自分の考えを深
めたり、広げたりすることができている」とする旨の回答の割合　前年度
以上

【撤退・再構築基準】
上記回答の割合が、小学校65％未満、中学校55％未満であれば、事業
手法を再構築する。

Ѽ₴↓ȅǮǵὕ
・「主体的・対話的で深い学びの推進プロジェクト事業」授業づくり研修
９回
学校アンケート「話し合う活動を通じて、自分の考えを深めたり、広げた
りすることができている」とする旨の回答の割合
小学校：80.3％、中学校：99.2％

Е̱ ֝ 【「主体的・対話的で深い学び」（アクティブ・ラーニング）の推進】

2/ ４百万 Ϸ˔ ４百万 ˔ ４百万

ʴ

ȑ

ȑ

ɕɫȹȷ ǵ
①
(ⅰ)

ǯ ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善のために、授業
づくり研修において具体的な方策を全校に周知する。①：目標達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない

②：目標未達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר －
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)

⁫

͔

►₴↓ǵ֝ ὕ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

全ての学習の基盤となる言語能力等の育成を重視し、主体的・対話的で
深い学びの視点から、学習・指導方法の不断の改善を図るための実践
研究を行い、優れた授業実践や校内研修の実施に取り組むとともに、そ
の成果の普及と共有を図った。
・「主体的・対話的で深い学びの推進プロジェクト事業」授業づくり研修
　小学校２回実施（11月）
　11月以降の研修は新型コロナウイルス感染症感染拡大防止に伴う緊
急事態宣言等の影響により中止。一方、準備してきた取組内容について
は、「実践事例集」にまとめ、全市教員に広く発信。

・新型コロナウイルス感染症対策のため、授業づくり研修が実施できな
かった。学習指導要領が令和２年度に小学校で実施され、令和３年度に
中学校で本格実施されるため、授業づくり研修の手法を工夫しながら
「深い学び」の実現に向けてさらなる取組が必要である。

ɕɫȹȷ ǵ
・小学校98.5％、中学校94.5％ ①

（ⅱ）
ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・実践事例集の活用を広めるとともに、さらに多くの教員が研修に参加で
きるように、実施時期を検討しながらオンライン研修等の工夫を図ってい
く。

①：目標達成　　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)
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　【様式２】

円 円 円
►₴↓ǵ֝ Кὦ ɕɫȹȷ ֝ ǲȏȑȈǝǠ
「理科観察実験充実プロジェクト事業」等により、自然との関わりを大切
にした体験を重視した授業づくりや理科観察実験の充実を図るととも
に、習熟度別少人数授業、個に応じたプリント教材の活用、自立的・協
働的な学びの推進等による算数・数学における基礎学力の定着及び論
理的思考能力等の育成を図る。
・小中学校理科研修の開催　各１回
・学習教材データ配信　全小中学校・こども相談センター（再掲）

研修に参加した教員の学級の児童生徒に対するアンケートで理科の「観
察・実験は好き」とする旨の回答の割合　小学校90％以上、中学校85％
以上

【撤退基準】
上記の回答の割合が小中学校ともに50％未満ならば、事業手法を再構
築する。

Ѽ₴↓ȅǮǵὕ
・「理科観察実験充実プロジェクト」授業づくり研修の開催　１回
・研修に参加した教員の学級の児童生徒に対するアンケートで理科の
「観察・実験は好き」とする旨の回答の割合 　小学校：91.3％、中学校：
83.5％

Е̱ ֝ 1 【理数教育の充実】

2/ 44万 Ϸ˔ 24万 ˔ 20万

ʴ

ȑ

ȑ

ɕɫȹȷ ǵ
①
(ⅰ)

ǯ ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・自然との関わりを大切にした体験を重視した授業づくりや理科観察実
験の充実を図るために、研修の充実を図る。
・学習教材データ配信について周知し、活用を促進させる。

①：目標達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
②：目標未達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר －
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)

⁫

͔

►₴↓ǵ֝ ὕ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

「理科観察実験充実プロジェクト事業」等により、自然との関わりを大切
にした体験を重視した授業づくりや理科観察実験の充実を図るととも
に、習熟度別少人数授業、個に応じたプリント教材の活用、自立的・協
働的な学びの推進等による算数・数学における基礎学力の定着及び論
理的思考能力等の育成を図った。
・小中学校の教員対象に理科観察実験に関わる研修の実施　各１回
・学習教材データの配信　全小中学校・こども相談センター（再掲）
・学習教材データ配信の活用方法について研修主担当者研修で周知

・新型コロナウイルス感染症対策に伴い、感染リスクの高い活動である
理科観察実験が十分できなかった。感染対策を十分に講じながら学習
指導要領の変更内容を踏まえ、さらに理科観察実験の充実を図ることが
必要である。

ɕɫȹȷ ǵ
・小学校　90.9％（小学校経年調査）
　中学校　未測定（新型コロナによる全国調査中止のため）

①
（ⅰ）

ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・学習指導要領の変更内容を踏まえるとともに、教員のニーズに応じた
理科観察実験内容を取り入れる研修を実施する。①：目標達成　　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった

②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)
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　【様式２】

►₴↓ǵ֝ Кὦ ɕɫȹȷ ֝ ǲȏȑȈǝǠ
「社会に開かれた教育課程」の実現に向け、授業の公開や保護者・地域
住民が参加する活動を実施するため、全小中学校で土曜授業を行う。
（土曜授業の実施　年３回以上）

土曜授業の実施状況について、学校協議会等での聴取により「家庭や
地域との連携のもと開かれた教育活動の充実をはかることができた」と
する旨の回答の割合　小学校95％、中学校90％以上

【撤退・再構築基準】
上記回答の割合が80％以下であれば、事業手法を再構築する。

Ѽ₴↓ȅǮǵὕ
・土曜授業の実施　年３回以上
・土曜授業の実施状況に関する学校調査で「家庭や地域との連携のもと
開かれた教育活動の充実をはかることができた」とする旨の回答
小学校90.3％、中学校86.9％

Е̱ ֝ 【土曜授業の実施】

2/ Ϸ˔ ˔― ― ―

ʴ

ȑ

ȑ

ɕɫȹȷ ǵ
①
(ⅰ)

ǯ ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・新型コロナウイルス感染症拡大防止を優先しつつ、最終学年である小
学校６年生、中学校３年生では土曜授業の回数を増やすなど、「学びの
保障」に向けた取組を進める。

①：目標達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
②：目標未達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר -
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)

⁫

͔

►₴↓ǵ֝ ὕ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・新型コロナウイルス感染症感染拡大防止を優先しつつ、最終学年であ
る小学校６年生、中学校３年生では土曜授業の回数を増やすなど、「学
びの保障」に向けた取組を実施

・保護者と地域の実情や取組によって得られる効果、学校の負担等を踏
まえ、実施回数を含め再検討が必要である。

ɕɫȹȷ ǵ
・未測定（従来の土曜授業の趣旨とは異なり、授業時数の確保等
「学びの保障」を趣旨として実施したため。）
・年間実施回数である３回（最終学年は５回以上）については、小
学校では99%、中学校では98.5%が達成している。

①
（ⅰ）

ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・土曜授業のあり方について早期に検討し、各校の実状に応じて、保護
者・地域と連携しながら、次年度の取組を決定する。

①：目標達成　　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)
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　【様式２】

ȈǝǠ Ǵ ₴ ș꜠ ǲ ὑ ʴ Ǳ֝ ǵ רׄ
グローバル社会に対応するための英語力やＩＣＴの活用など、コミュニ
ケーションの障壁を乗り越える力を身に付け、自身のアイデンティティと
なる自国の文化を理解し、他国との文化や考え方の違いを乗り越えて、
学校や地域でつながっていこうとする児童生徒を増やす。

・ ＩＣＴ学習環境の活用、生きた英語を学ぶ授業などの教育効果が見込
　まれるカリキュラムの実施を促すといった取組を推進する。
・各学校園における多文化共生教育の取組を総合的横断的に位置付
　け、教育課程内外で体系的に実践を展開していく。

ȠȤɆȩɞ ȈǝǠ ș ΙӓǞǦ
①令和２年度末に、中学校卒業段階でCEFRのA1レベル相当以上の英
　語力を有する生徒の割合を50％以上にする。
②令和２年度末に、多文化共生と協働の取組を入れた「『学校園におけ
　る人権教育・啓発推進計画』実施計画」を作成している学校園を100％
　にする。

ȈǝǠ ֗Ǻ Ʊ 【国際社会において生き抜く力の育成】

Ａ：順調　Ｂ：順調でない

ǵ b
ａ：順調
ｂ：順調でない

⁫

͔

ǵȠȤɆȩɞ ǲ
ᾍǠȒ ҧר

ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、戦略を見直す

ƱƱĦ ҧרǓƼȢƽǵḹֻǶⱳ

・小中９年間を見通した「聞く」「話す」「読む」「書く」を含むコミュニケー
ション能力をバランスよくはぐくむ英語教育を推進するために、小学校教
員、中学校英語科教員の指導力・英語力の向上が必要である。
・今後も増加すると予測される帰国来日の児童生徒への支援を様々な
角度から充実させる必要がある。

ȠȤɆȩɞ ǵ Ѽ₴↓ Ήѩ Ћ̱

－

A

②　100％ A
˹♥ǵᾍꜘ ׄƱƱĦ ҧרǓƼȢƽǵḹֻǶⱳ

92.2%

54%

・指導力・英語力向上に向けた小学校教員研修、中学校英語科教員研
修を充実させる。
・学校生活に円滑に入るための就学直後のプレクラス実施、及び母語支
援員配置による授業支援等を行う。

未測定（新型コロナによる本市調査未実施のため）①
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　【様式２】

円 円 円
►₴↓ǵ֝ Кὦ ɕɫȹȷ ֝ ǲȏȑȈǝǠ
「聞く」「話す」「読む」「書く」の育成を含めたコミュニケーション能力をバラ
ンスよくはぐくむ英語教育を推進する。
・小学校低学年からの英語教育の実施　全小学校
・小中９年間を見通した英語教育の深化・充実
・９年間を見通した学年別到達目標の小中学校間での共有
　　上記、学年別到達目標の周知徹底のための研修会開催（１回）
・ネイティブ・スピーカーを活用した生きた英語を学ぶ授業の実施
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　全小中・高等学校
・教員の指導力・英語力向上に向けた研修会の実施
・「大阪市英語力調査（外部）」の実施　中学生対象  年１回
・英語体験イベントの実施　小学生対象年３回　中学生対象年１回

文部科学省実施の英語教育実施状況調査（中学校）における質問項目
「授業における、生徒の英語による言語活動時間の割合」において「半
分以上の時間、言語活動を行っている」とする割合　75%以上

【撤退・再構築基準】
上記項目の割合が50%未満ならば、事業手法を再構築する。

Ѽ₴↓ȅǮǵὕ
・小学校低学年からの英語教育の実施　全小学校
・小中９年間を見通した英語教育の深化・充実
・９年間を見通した学年別到達目標の小中学校間での共有
　上記、学年別到達目標の周知徹底のための研修会開催（１回）
・ネイティブ・スピーカーを活用した生きた英語を学ぶ授業の実施
　小学校3・4年7.5時間、小学校5・6年25.5時間、中学校10.6時間（１学級
あたり年間平均実施時数）
　高等学校13.2時間（ネイティブ・スピーカー一人あたり週平均時数）
・教員の指導力・英語力向上に向けた研修会の実施
・「大阪市英語力調査（外部）」の実施　中学生対象　年１回
・英語体験イベントの実施　小学生対象年２回　中・高校生対象年２回

Е̱ ֝ 1 【英語教育の強化】

2/ 595百万 Ϸ˔ 658百万 ˔ 773百万

ʴ

ȑ

ȑ

ɕɫȹȷ ǵ
②
（ⅰ)

ǯ ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・小学校において効果的なティームティーチングを行えるよう、英語授業
力向上推進チームによる巡回訪問を各校の実情に応じて引き続き行っ
ていく。
・新型コロナウイルス感染症の影響により授業中の言語活動が制限され
ている。改善策として、教員対象のeラーニングなどを活用することで、有
効な指導法を提案する。

①：目標達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
②：目標未達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר －
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)

⁫

͔

►₴↓ǵ֝ ὕ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

「聞く」「話す」「読む」「書く」の育成を含めたコミュニケーション能力をバラ
ンスよくはぐくむ英語教育を推進する。
・小学校低学年からの英語教育の実施　全288小学校で実施
・小中９年間を見通した英語教育の深化・充実
・９年間を見通した学年別到達目標の小中学校間での共有及び学年別
到達目標の周知徹底のための研修会開催
　学年別到達目標は、SKIPポータル等への掲載により共有
　小中主担者研修　未実施（新型コロナのため）
・ネイティブ・スピーカーを活用した生きた英語を学ぶ授業の実施
　中学校区における、ネイティブ・スピーカーとのティーム・ティーチング
実施時数は以下のとおり
　　小学校３・４年…13.6時間程度
　　小学校５・６年…28.9時間程度
　　中学校全学年…11.1時間程度
　　　　　　（１学級あたり年間平均実施時数）
　　高等学校全学年…16.6時間程度（週間平均実施時数）
・教員の指導力・英語力向上に向けた研修　３回
　新型コロナ感染症対策により、eラーニングやオンライン研修を実施
・「大阪市英語力調査（外部）」　未実施（新型コロナのため）
・英語体験イベント　未実施（新型コロナのため）

・小学校教員が外国語活動・外国語科及び本市独自の短時間を活用し
た「小学校低学年からの英語教育」の取組をさらに推進するために、教
員の指導力向上及び英語力向上が必要である。
・中学生の英語力向上、特に英語による発信力向上を図るために、教員
の英語で言語活動を進めるための指導力及び英語力向上が必要であ
る。

ɕɫȹȷ ǵ
・57.6％ ②

（ⅰ）
ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・「英語授業力向上推進チーム」による小学校巡回訪問指導を引き続き
実施する。
・中学生対象の大阪市英語力調査として４技能型外部試験を新たに導
入し、４技能をバランスよく指導するための研修プログラムを構築するこ
とで、教員の指導力向上を図る。
・ネイティブ・スピーカーを活用した英語力向上のための教員研修の充実
を図る。

①：目標達成　　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)
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　【様式２】

円 円 円
►₴↓ǵ֝ Кὦ ɕɫȹȷ ֝ ǲȏȑȈǝǠ
最新のＩＣＴ機器を活用しながら知識の理解の質をさらに高めるために、
学習者用端末を効果的に活用することにより、協働学習や個別学習の
充実を図り、主体的に学ぼうとする姿勢や自らの考えを伝えるとともに、
他者の考えを理解し、多様な人々と協働して問題を解決しようとする子ど
もの育成を図る。
その取組にあたっては、ＩＣＴ機器の活用方策や環境整備のあり方などを
まとめた学校教育ＩＣＴビジョンに基づいて、ＩＣＴを活用した教育を推進す
る。
・拠点校における実践事例の全市への拡充
・学習者用端末を活用した「公正に個別最適化された学び」の研究の推
進
・新型コロナウイルス感染症の影響による「学びの保障」の観点から、学
校教育ＩＣＴビジョンの計画を前倒しし、令和２年度中に１人１台環境の整
備に向けて、小学校２年生から中学校３年生の学習者用端末の増設並
びに、小学校１年生用として既存の学習者用端末（タブレット）の移設
・全小中学校の全教室への無線アクセスポイントの設置
・児童生徒に関する様々な情報を集約・一元化して１つの画面にまとめ
て表示するシステム（ダッシュボード）の運用を開始

「学校における教育の情報化の実態等に関する調査」（文部科学省）に
おいて、教員の児童・生徒のICT活用を指導する能力についての肯定的
な回答の割合　80％以上

【撤退・再構築基準】
以下の状況ならば、教員及び学校への個別ヒアリングを行い、必要な研
修を計画・実施する。
・上記調査における肯定的な回答の割合　60％未満

Ѽ₴↓ȅǮǵὕ
・教員のＩＣＴ活用指導力向上に向けた研修の実施　106回
・タブレット端末の機種変更、ＩＣＴハンドブックの改訂・配付、ＩＣＴ支援員
の訪問支援、また、活用が低調な学校に対して、指導主事やＩＣＴ教育推
進アドバイザーが訪問し、各校の課題に応じた支援を実施
・校内LAN再構築のためのLAN配線工事を完了
・教員の児童・生徒のICT活用を指導する能力についての肯定的な回答
の割合約80％（令和元年度実績）

Е̱ ֝ 【ICT学習環境を活用した教育の推進】

2/ 2,604百万Ϸ˔ 3,187百万 ˔ 7,473百万

ʴ

ȑ

ȑ

ɕɫȹȷ ǵ
①
(ⅰ)

ǯ ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・学習者用端末の活用に課題がある学校に対して、ＩＣＴ教育推進アドバ
イザーや指導主事が各校へのヒアリング等を実施することで、詳細な活
用状況を把握し、課題を整理する。
・課題を踏まえて、具体的な対応策を図り、各校の実態に合わせて活用
に対する指導助言や研修を行う。
・11月からの１人１台端末の導入に向けて、学校や関係業者とのスケ
ジュール調整を密に行っていく必要がある。
・ダッシュボードの運用について、学校の利活用の促進を図る必要があ
る。そのために、次世代サポーターの配置や研修動画等の配信を行う。

①：目標達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
②：目標未達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)

⁫

͔

►₴↓ǵ֝ ὕ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

最新のＩＣＴ機器を活用しながら知識の理解の質をさらに高めるために、
学習者用端末を効果的に活用することにより、協働学習や個別学習の
充実を図り、主体的に学ぼうとする姿勢や自らの考えを伝えるとともに、
他者の考えを理解し、多様な人々と協働して問題を解決しようとする子ど
もの育成を図った。
その取組にあたっては、ＩＣＴ機器の活用方策や環境整備のあり方などを
まとめた学校教育ＩＣＴビジョンに基づいて、ＩＣＴを活用した教育を推進し
た。
・拠点校における実践事例の全市への拡充
・経済産業省「先端的教育用ソフトウェア導入実証事業」によるデジタル
ドリル教材の活用実証検証を小学校70校、中学校23校で実施
・新型コロナウイルス感染症の影響による「学びの保障」の観点から、小
学校２年生から中学校３年生の学習者用端末の増設並びに、小学校１
年生用として既存の学習者用端末（タブレット）の移設完了
・全小中学校の教室への無線アクセスポイントの設置完了
・児童生徒に関する様々な情報を集約・一元化して１つの画面にまとめ
て表示するシステム（ダッシュボード）の運用を開始

・1人1台学習者用端末が整備され、教員のＩＣＴ活用指導力の向上を図
るため、研修や指導助言等をさらに充実させる必要がある。
・学習者用端末の増設に伴い、ネットワークの負荷状況などを注視して
いく必要がある。

ɕɫȹȷ ǵ
集計中（達成の見込み） ①

（ⅰ）
ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・教員のＩＣＴ活用指導力の向上に向けた人材育成支援の充実や１人１
台学習者用端末の効果的な活用方法について周知を図る。
・ネットワークの改善に向けて、関係部署と連携を密にしていく。

①：目標達成　　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)
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　【様式２】

円 円 円
►₴↓ǵ֝ Кὦ ɕɫȹȷ ֝ ǲȏȑȈǝǠ
国家戦略特区の特例を活用し、公設民営の手法による中高一貫校とし
て平成31年４月に開校した大阪市立水都国際中学校・高等学校におい
て、指定管理法人（学校法人大阪ＹＭＣＡ）と連携し、国際バカロレアプロ
グラムの早期実施に向け、様々な取組を行い令和２年２月に国際バカロ
レア認定校となった。令和２年４月より国際バカロレア認定校としての取
組を行うとともに、入学志願者数の増加に向けた取組を行う。
・学校説明会等の開催
・学校案内発行
・国際バカロレア先進校等の視察　２箇所
・国際バカロレアに関する情報交換会出席　２回

・入学者選抜志願者倍率　　中学校5.0倍以上、高等学校1.2倍以上
・高校１年次でCEFR A2レベル以上の英語力を有する生徒　70％以上
 （高等学校卒業段階の英語力　CEFR B2レベル以上の生徒70％以上）

【撤退・再構築基準】
・入学者選抜において、中学校及び高等学校ともに志願者数が定員に
満たない場合は、事業手法を再検討する。
・高校卒業段階でCEFR B2レベル以上の英語力を有する生徒が70％未
満であれば事業手法を再検討する。

Ѽ₴↓ȅǮǵὕ
・水都国際中学校・高等学校開校、指定管理開始
・学校説明会等の実施
・学校案内発行
・国際バカロレア認定校（令和２年２月）
・国際バカロレア先進校等の視察　２箇所
・国際バカロレアに関する情報交換会出席　３回
・令和２年度入学者選抜志願者倍率　中学校：4.94倍、高等学校：1.28倍
・高校１年次でCEFR A2レベル以上の英語力を有する生徒　92％

Е̱ ֝ 1 【公設民営学校の設置】

2/ 1,053百万Ϸ˔ 2,023百万 ˔ 1,391百万

ʴ

ȑ

ȑ

ɕɫȹȷ ǵ
①
(ⅰ)

ǯ ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・指定管理法人（学校法人大阪YMCA）と連携し、国際バカロレアプログ
ラムの実施に向け、国際バカロレア認定校としての取組を行うとともに、
学校説明会や小学生及び中学生対象のオープンスクールの開催等、入
学志願者数の増加に向けて引き続き取り組んでいく。

①：目標達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
②：目標未達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)

⁫

͔

►₴↓ǵ֝ ὕ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

国家戦略特区の特例を活用し、公設民営の手法による中高一貫校とし
て平成31年４月に開校した大阪市立水都国際中学校・高等学校におい
て、指定管理法人（学校法人大阪ＹＭＣＡ）と連携し、国際バカロレアプロ
グラムの早期実施に向け、様々な取組を行い令和２年２月に国際バカロ
レア認定校となった。令和２年４月より国際バカロレア認定校としての取
組を行うとともに、入学志願者数の増加に向けた取組を行った。
・学校説明会　7回開催
・個別相談会　６回開催
・オープンスクール　２回開催
・学校案内発行、ポスター等発行
・国際バカロレア先進校等の視察　未実施（新型コロナのため）
・国際バカロレアに関する情報交換会出席　未実施（新型コロナのため）

・入学者志願者数増加に向けて、説明会やオープンスクールを新型コロ
ナウイルス感染症対策を図りながら実施した。ただ、志願者数増加のた
め、引き続き、集合・対面で実施することが効果的な学校説明会等につ
いて、コロナ禍における手法を模索しつつ、効果を上げる必要がある。
・令和４年度の大阪府への運営移管に向けた取組を進める必要がある。

ɕɫȹȷ ǵ
・中学校4.45倍、高等学校1.34倍
・94％

②
（ⅱ）

ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・学校説明会や小学生および中学生対象のオープンスクールの開催な
ど、入学志願者の増加に向け、指定管理法人（学校法人大阪YMCA）と
連携し、引き続き取り組んでいく。新しい生活様式に則した実施方法を検
討しつつ、大阪府へ移管することによる関係小中学校の増加にも対応で
きるよう、ポスター等の配付も強化していく。
・生徒の学びが円滑に進むように、大阪府への円滑な移管に向けて、移
管計画等に基づいた取組の実施を行う。

①：目標達成　　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)
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　【様式２】

円 円 円
►₴↓ǵ֝ Кὦ ɕɫȹȷ ֝ ǲȏȑȈǝǠ
多国籍化・急増する帰国・来日した児童生徒への日本語指導及び適応
指導並びに母語・母文化の保持・伸長を図るための支援を行うとともに、
多様な価値観や文化を持つ子ども同士が相互に高め合う多文化共生教
育を推進する。
・帰国来日する児童生徒の状況に応じた日本語指導支援の充実
　　共生支援拠点の開設、プレクラスの実施、教科における日本語指導
　　支援の実施
・日本語指導協力者の派遣　日本語指導協力者30人
・「日本語指導教育センター校」の運営　小学校６校、中学校６校
・通訳者の派遣　通訳者85人
・多文化共生教育相談ルームでの相談窓口業務
・多様な国際クラブの新規開設
・母語、母文化保持、伸長の取組の実施
・各学校園における多文化共生教育の計画的実施
・区役所との日本語指導連携会議　２回

・プレクラス、日本語指導協力者派遣、日本語指導教育センター校への
通級による指導の実施によって、日本語能力試験Ｎ５・Ｎ４レベル（Ｎ５：
小１～３、Ｎ４：小４以上対象）又は学齢相応の日本語の言語レベルへの
到達　95％以上
・年度末評価アンケートにおいて、「多文化共生教育の取組を取り入れ
た人権教育を推進できたか」という設問に対する肯定的回答　85％以上
 
【撤退・再構築基準】
上記の基準に達しない場合、事業の再構築、事業スケジュールの見直
し、事業周知を図る。

Ѽ₴↓ȅǮǵὕ
・多文化共生教育相談ルームでの相談窓口業務
・多様な国際クラブの新規開設 13校
・通訳者及び日本語指導協力者の派遣
・「日本語指導教育センター校」の運営　小学校５校、中学校５校
・各学校園における多文化共生教育の計画的実施
・区役所との日本語指導連携会議　２回
・年度末評価アンケートにおいて、「多文化共生教育の取組を取り入れ
た人権教育を推進できたか」という設問に対する肯定的回答　81.2％
・日本語指導終了段階で、小１～３で日本語能力試験５級程度、小４以
上で日本語能力試験４級程度の生活言語能力を有する児童生徒の割
合　99.4％

Е̱ ֝ 【多文化共生教育の推進】

2/ 58百万 Ϸ˔ 61百万 ˔ 219百万

ʴ

ȑ

ȑ

ɕɫȹȷ ǵ
①
(ⅰ)

ǯ ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえつつ、プレクラスの教材開
発等を進めていく。
・学習言語定着のための日本語指導を充実させていくために、ＡＴＬＡＮ
テストの実施結果を集約し、指導者の派遣拡大を進めていく。

①：目標達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
②：目標未達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר －
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)

⁫

͔

►₴↓ǵ֝ ὕ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

多国籍化・急増する帰国・来日した児童生徒への日本語指導及び適応
指導並びに母語・母文化の保障のための支援を行うとともに、多様な価
値観や文化を持つ子ども同士が相互に高め合う多文化共生教育を推進
した。
・帰国来日する児童生徒の状況に応じた日本語指導支援の充実
　　共生支援拠点の開設　４つ、プレクラスの実施　114人
    教科における日本語指導支援の実施　101人
・日本語指導協力者による支援　日本語指導協力者　37人
・「日本語指導教育センター校」の運営　小学校６校、中学校６校
・通訳者による支援　通訳者　164人
・多文化共生教育相談ルームでの相談窓口業務
・多様な国際クラブの新規開設　１校
・母語、母文化の保障の取組の実施
・各学校園における多文化共生教育の計画的実施　96％
・区役所との日本語指導連携会議　２回

・今年度は、新型コロナウィルス感染症対策により、国内への入国制限
の影響があったものの、編入学する児童生徒は多く、350件を超える初
期対応があった。今後も、ますます増え続けると予想される帰国来日す
る児童生徒への支援を様々な角度から充実させる必要がある。
・帰国来日した児童生徒に対して、日本語指導や学習指導等を行うとと
もに、日本語指導協力者等の人材確保を含めた細やかなニーズに応じ
た支援が必要である。

ɕɫȹȷ ǵ
・97.8％
・90.4％

①
（ⅰ）

ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・帰国来日した児童生徒への対応について、「多文化共生教育相談ルー
ム」の活用を進めるとともに、「外国につながる児童生徒の受入れ・共生
のための教育推進事業」において、日本語指導の支援のさらなる充実を
図る。
・大阪市多文化共生指針に明記された「母語・母文化保持のための取
組」と「多文化共生教育の推進」について、他局や関係諸機関、関係団
体と連携を図りながら今後も取組を進め、継続して人材確保に努める。

①：目標達成　　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)
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　【様式２】

②

ȈǝǠ Ǵ ₴ ș꜠ ǲ ὑ ʴ Ǳ֝ ǵ רׄ
主体的に運動する習慣や、基礎的な体力、望ましい食生活など健康的
な生活習慣、健康を管理する能力を身に付けた児童生徒を増やす。

各校において体育や食育が計画的に推進されるよう、優れた教育実践
の開発・普及や教員の指導力向上などを図るとともに、小中学生の望ま
しい食習慣の形成に資するよう、栄養バランスのとれた給食を提供す
る。

ȠȤɆȩɞ ȈǝǠ ș ΙӓǞǦ
①令和２年度末に、全国体力・運動能力、運動習慣等調査における体力
　合計点を、小学校男子53.0点、女子56.0点、中学校男子42.0点、女子
　51.0点以上にする。
②令和２年度末に、『食に関する指導の年間指導計画』を作成している
　学校の割合を100％にする。

ǵ b
ａ：順調
ｂ：順調でない

⁫

͔

ǵȠȤɆȩɞ ǲ
ᾍǠȒ ҧר

ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、戦略を見直す

ƱƱĦ ҧרǓƼȢƽǵḹֻǶⱳ

・新型コロナウイルス感染症対策のため、幼児児童生徒の運動する機会
が減少している。ȠȤɆȩɞ ǵ Ѽ₴↓ Ήѩ Ћ̱

A

Ａ ˹♥ǵᾍꜘ ׄƱƱĦ ҧרǓƼȢƽǵḹֻǶⱳ100%

－

－

100%

・子どもたちが、オリンピック・パラリンピックに興味を持つとともに、運動
に親しむ動機づけとなるよう、関連させた取組を進めるとともに、新たな
生活様式に対応したオリパラ教育を進めていく。

Ａ：順調　Ｂ：順調でない

中学校未測定（新型コロナによる全国調査未実施のため）

小学校未測定（新型コロナによる全国調査未実施のため）

①

男52.5点
女54.5点

男41.0点
女50.1点

ȈǝǠ ֗Ǻ Ʊ 【健康や体力を保持増進する力の育成】
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　【様式２】

円 円 円
►₴↓ǵ֝ Кὦ ɕɫȹȷ ֝ ǲȏȑȈǝǠ
全小中学校が、自校の「体力づくりアクションプラン」を点検・改訂しなが
ら体力向上の取組を充実することができるよう、研修等を通じて指導の
改善を図る。さらに、小学校４年生において「新体力テスト（プレテスト）」
を実施し、その結果に基づいて、自校の取組に反映し、５年生の「全国
体力・運動能力、運動習慣等調査」につなげる。
国の委託事業を活用し、経済戦略局とも連携しながら、スポーツが持つ
価値の理解のみならず、スポーツや運動に関する肯定的な意識の醸成
を図るとともに、多面的な教育的価値があるオリンピック・パラリンピック
ムーブメント教育を通して人材育成の観点から様々な取組を展開する。
また、子どもたちが、オリンピック・パラリンピックに興味を持つとともに、
運動に親しむ動機づけとなるよう、関連させた取組を進める。
モデル校園を指定し、優れた教育実践の研究・周知を進めるとともに、
各区と連携を図り、子どもたちに対して、運動に親しむ機会の提供に取
り組む。
・体力向上に関するモデル校園講習会　２回×10校園
   （オリンピック・パラリンピックムーブメント教育に関連）
・体力向上に関する研修会　６回
　（オリンピック・パラリンピックムーブメント教育に関連）
・ホストタウンの取組　２回
・文化プログラムの推進　２回
・オリンピアン等の招聘　２回
・体力向上に関する講習会　２回×３校園
・実践事例等のポータルサイトへの掲載

・全国体力・運動能力、運動習慣等調査児童生徒質問紙で「１週間の総
運動時間」が60分未満の割合　令和元年度結果以下（※小学校男子
10.4％、女子17.8％、中学校男子11.8％、女子25.9％）
・児童生徒アンケートで、「オリンピックやパラリンピックに興味を持つよう
になった」と回答する割合　70％以上

【撤退・再構築基準】
・小学校平均20%・中学校平均25％以上であれば事業内容を再構築す
る。
・小学校、中学校とも60％未満であれば事業内容を再構築する。

Ѽ₴↓ȅǮǵὕ
・体力向上に関する研修会　５回
・ホストタウンの取組　５回
・文化プログラムの推進　７回
・オリンピアン等の招聘　11回
・児童生徒アンケートで、「オリンピックやパラリンピックに興味を持つよう
になった」と回答する割合　小学校66.8％、中学校75.8％

Е̱ ֝ 1 【子どもの体力向上支援】

2/ ３百万 Ϸ˔ ６百万 ˔ ６百万

ʴ

ȑ

ȑ

ɕɫȹȷ ǵ
②
（ⅰ)

ǯ ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・体力向上の取組内容の充実を図るため、昨年度のモデル校の取組や
講習会の内容、推進委員会の提言等を「子どもの体力向上推進プログ
ラム」として、校園ネットワークシステムに引き続き掲載する。
・次世代を担う子どもたちに対し、オリンピック・パラリンピックやスポーツ
が有する価値等を伝え、その理解を深めるきっかけとなるよう、様々な教
育施策を展開する。
・また、「努力の尊さ」「フェアプレイ精神」「他者への思いやり」「ボランティ
ア精神」「多様性を尊重する態度、能力」等の様々な力を子どもたちが身
に付けられるよう取組を進めていく。
・新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、今後の研修について
は開催方法を工夫し、オンラインや動画による形態を取り入れていく。
・子どもの体力向上に関しては、区と小中学校との協力を進めていく。

①：目標達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
②：目標未達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)

⁫

͔

►₴↓ǵ֝ ὕ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

全小中学校が、自校の「体力づくりアクションプラン」を点検・改訂しなが
ら体力向上の取組を充実することができるよう、研修等を通じて指導の
改善を図ることができなかった。一方で、小学校４年生において「新体力
テスト（プレテスト）」を実施し、その結果に基づいて、自校の取組に反映
し、５年生の「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」につなげた。
国の委託事業を活用し、経済戦略局とも連携しながら、スポーツが持つ
価値の理解のみならず、スポーツや運動に関する肯定的な意識の醸成
を図った。加えて、多面的な教育的価値があるオリンピック・パラリンピッ
クムーブメント教育を通して人材育成の観点から様々な取組を展開し
た。
また、子どもたちがオリンピック・パラリンピックに興味を持つとともに、運
動に親しむ動機づけとなるよう、関連させた取組を進めた。
その上で、モデル校園を指定し、優れた教育実践の研究・周知を進める
とともに、各区と連携を図り、子どもたちに対して、運動に親しむ機会の
提供に取り組んだ。
・「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」が中止のため、大阪市体力・
運動能力調査については任意で実施
・小学校４年生対象に「新体力テスト（プレテスト）」を学校の実情に合わ
せて実施
・体力向上に関するモデル校園講習会　実施せず（新型コロナのため）
・体力向上に関する研修会　実施せず（新型コロナのため）
・「令和３年度全国体力・運動能力運動習慣等調査」の実施に向けて、本
市の取組を校園ネットワークシステムに掲載し、令和３年度の取組を周
知
　（オリンピック・パラリンピックムーブメント　教育に関連）
・ホストタウンの取組　４回
・文化プログラムの推進　２回
・オリンピアン等の招聘　８回
・体力向上に関する講習会　未実施（新型コロナのため）
・新体力テストの測定方法の動画を作成し、ポータルサイトへ掲載

・新型コロナウイルス感染症の影響により、１週間の総運動時間が減少
しており、子どもの体力に若干の低下が見られた。また、体調不良を訴
える子どもが例年に比べて多かった。バランスのとれた心身の成長は大
変重要であり、学校教育活動以外における運動習慣の定着が必要であ
る。
・オリンピック・パラリンピック教育推進校における講師の人材確保が必
要である。
・オリンピック・パラリンピック教育を通した児童生徒の運動に対する興味
関心の向上をめざす必要がある。

ɕɫȹȷ ǵ

・小学校未測定、中学校未測定（新型コロナのため）
・小学校55.4％、中学校93.4％

②
（ⅱ）

ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・積極的に体力向上の取組を実践している学校を紹介し、全校園で共有
する。
・小学校４年生対象の「新体力テスト（プレテスト）」を継続実施し、その結
果を基に、５年生の全国調査につなげた取組を行っていく。
・教育委員会、学校、各種団体の協力による取組を継続させるとともに、
「子どもの体力強化プラン」に基づき、区や関係団体と協力し、子どもた
ちが運動やスポーツ等に気軽に関われる環境作りや主体的に継続して
取り組める機会を提供する。その中で、バランスのとれた心身の成長に
向け、運動の習慣化を図るとともに、特に、１週間の総運動時間が６０分
未満の児童生徒の割合を減少させる。
・経済戦略局や関係諸団体と連携し、オリンピック・パラリンピック教育推
進校において取組を進めるための人材確保に努める。
・子どもたちが、オリンピック・パラリンピックに興味を持つとともに、運動
に親しむ動機づけとなるよう、関連させた取組を進めるとともに、新たな
生活様式に対応したオリパラ教育を進めていく。

①：目標達成　　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)
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　【様式２】

円 円 円

Е̱ ֝ 【部活動の改革】

2/ 109百万 Ϸ˔ 379百万 ˔ 583百万

・90.8％
・94.1％
・89.3％

①
（ⅰ）

ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・プレイヤーズファーストの精神を基調とする人権に関する認識を向上さ
せるための研修の精選に努める。
・部活動指導員の最低勤務日数を運動部週２日以上、文化部週１日以
上とし、時間外勤務をしている顧問教員に対して配置しやすくする。
・再任用職員、退職者向けの周知活動および専門学校、大学、私立中
学、高校の退職者、非常勤職員並びに、スポーツ関係企業の退職者向
け周知活動による更なる人材の確保に取り組む。
・国の方向性も含め、地域に開かれた新しい部活動のあり方に向けて実
践研究を行い、新しい部活動のあり方も検討していく。

①：目標達成　　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)

⁫

͔

►₴↓ǵ֝ ὕ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

『大阪市部活動指針～プレイヤーズファースト～』に基づいた部活動の
充実に向け、高等学校においては、プレイヤーズファーストの精神を基
調とした人権教育を基盤とし、生徒の自己実現に向けた生徒指導・部活
動指導を実践し、さらに人権感覚に富んだ教育活動を継続的に進めた。
また、中学校においても、プレイヤーズファーストに基づき、学校の部活
動指導体制の充実を図るとともに、教職員の長時間勤務の解消、さらに
は部活動のあり方を検討するため、地域等の指導力を活用した部活動
のあり方研究の取組を継続した。また、部活動指導員を任用し、学校に
おける部活動の指導体制の充実を図るとともに、専門学校、大学、民間
企業等へチラシを配布し、人材確保に努めた。
・高等学校教職員人権教育研修委員会　４回
・高等学校教職員人権教育研修会　３回
・高等学校進路指導主事研修会　１回
・高等学校生徒指導主事研修会　２回
・大阪市立学校における部活動あり方研究
・部活動指導員活用事業
　　部活動指導員による指導　234部活動（人材バンク登録者数は281
人）
・部活動技術指導者招聘事業
　　個人指導者による年間平均25回の指導　208部活動

・人権研修におけるプロセス指標が未達成であり、さらなる研修内容の
充実が必要である。
・部活動指導員が配置されている顧問教員の指導時間の更なる縮減が
必要である。
・部活動指導員活用事業では、平日の15時から18時の時間帯に学校で
部活動指導ができる適格な人材の確保が必要である。
・地域に開かれた新しい部活動のあり方も検討する必要がある。

ɕɫȹȷ ǵ

ɕɫȹȷ ǵ
①
（ⅰ）

ʴ

ȑ

ȑ

ǯ ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・本事業に関するデータ収集及び検証を行うとともに、学校あてニーズ調
査を実施し、今後の事業展開について検討する。
・平日15～18時に部活動指導の可能な人材確保に努めており、今年度
より資格要件における年齢制限について、20歳以上を18歳以上に変更
し、専門学校生の任用も開始した。
・しかし、新型コロナウイルス感染症拡大による影響で、カリキュラム変
更等により、学生においても思うような人材の確保に至っていない。
・そのため、さらなる周知活動に取り組むとともに、民間企業等に働きか
け、人材確保に努める。
・新型コロナウイルス感染症拡大防止対策により、室内施設における収
容率を半分以下とすることから、研修会開催方法について変更する必要
がある。今後の研修会については、動画による研修会等を取り入れてい
く。

①：目標達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
②：目標未達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)

►₴↓ǵ֝ Кὦ ɕɫȹȷ ֝ ǲȏȑȈǝǠ
『大阪市部活動指針～プレイヤーズファースト～』に基づいた部活動の
充実に向け、高等学校においては、プレイヤーズファーストの精神を基
調とした人権教育を基盤とし、生徒の自己実現に向けた生徒指導・部活
動指導を実践し、さらに人権感覚に富んだ教育活動を継続的に進める。
また、中学校においても、プレイヤーズファーストに基づき、学校の部活
動指導体制の充実を図るとともに、教職員の長時間勤務の解消、さらに
は部活動のあり方を検討するため、地域等の指導力を活用した部活動
のあり方研究の取組を継続する。また、部活動指導員を任用し、学校に
おける部活動の指導体制の充実を図る。
・高等学校教職員人権教育研修委員会　５回
・高等学校教職員人権教育研修会　４回
・高等学校進路指導主事研修会　２回
・高等学校生徒指導主事研修会　２回
・部活動指導に関する研修会　５回
・部活動指導員活用事業　学校配置　280人
・部活動技術指導者招聘事業
　　個人指導者による年平均25回の指導　200部活動

　
　

・教職員人権教育研修受講者アンケートで「人権に関する認識の再確認
ができた等」の旨の割合　95％以上
・部活動指導員配置校生徒アンケートで「部活動でやりがいを感じてい
る」とする旨の回答の割合　80％以上
・部活動指導員配置部活動の顧問教員アンケートで「配置前と比べて部
活動指導時間が減少した」とする旨の回答の割合　80％以上

【撤退・再構築基準】
以下の状態ならば、事業手法を再構築する。
・上記研修受講者アンケートの回答の割合　85％未満
・上記生徒アンケートの回答の割合　70％未満
・上記教員アンケートの回答の割合　70％未満

Ѽ₴↓ȅǮǵὕ
・高等学校教職員人権教育研修委員会　５回
・高等学校教職員人権教育研修会　４回
・高等学校進路指導主事研修会　２回
・高等学校生徒指導主事研修会　２回
・部活動技術指導者招聘事業
　　個人指導者による年平均25回の指導  255部
・中学校における部活動指導員活用モデル事業
　　非常勤の部活動指導員による部活動指導　172部活動
・「人権に関する認識の再確認ができた等」の旨の割合  97.9％
・「部活動指導員活用事業」配置校で、管理職が、事業実施前より「関係
教員の業務の負担軽減になった」と答える割合　90.8％
・部活動指導員配置部活動の顧問教員について、当該部活動における
総指導時間数が減少した教員の割合　91.8％
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　【様式２】

円 円 円

⁫

͔

►₴↓ǵ֝ ὕ

ʴ

ȑ

ȑ

ɕɫȹȷ ǵ
①
(ⅰ)

Е̱ ֝ 1 【食育の推進】

－
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)

・90.9％ ②
（ⅰ）

ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・新型コロナウイルス感染症対策を踏まえた取組が実施できるよう、e
ラーニング用の研修資料を整え、従来は小学校対象で実施していた給
食主任研修会を中学校も対象とし、研修の充実を図るとともに、引き続
き食育の推進について各校への指示連絡を行っていく。

①：目標達成　　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)

2/ １百万 Ϸ˔ １百万 ˔ １百万

全小中学校において各校の「食に関する指導の全体計画」と「食に関す
る指導の年間指導計画」の作成を行った。また、各校で同プランに基づ
き、学校給食を生きた教材として活用し、食育の取組が実施されるよう
給食内容の充実を図り、優れた教育実践の普及や、実施に課題がある
学校に重点化して支援を行った。
・「食に関する指導の全体計画」　全小中学校で100％策定
・「食に関する指導の年間指導計画」　全小中学校で100％策定
・食に関する指導に係る研修(eラーニング）　３回実施
・「食育つうしん」の発行　１回

新型コロナウイルス感染症対策の観点から、各校で体験を伴う食育に関
する取組等の実施が難しかった。例年、対面形式による集合研修を主に
実施していたが、eラーニングによる研修の実施となった。

ɕɫȹȷ ǵ

ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

ǯ ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・中学校においては、給食指導を中心とした食育の推進が必要となって
くることから、研修等を活用し、その内容を校内で指示伝達していく。①：目標達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない

②：目標未達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר

全小中学校に各校の「食に関する指導の全体計画」と「食に関する指導
の年間指導計画」を作成させるとともに、各校で同プランに基づき、学校
給食を生きた教材として活用し、食育の取組が実施されるよう給食内容
の充実を図り、優れた教育実践の普及や、実施に課題がある学校に重
点化して支援を行う。
なお、給食費無償化については、令和２年度中に公平性や合理性の観
点も踏まえ、対象範囲や無償化の手法など、さらに研究を進め、具体的
な制度設計を行う。
・食に関する指導に係る研修会　年５回
・「食育つうしん」の発行　11回

全小中学校の調査で「教科等における食に関する指導の充実のための
取組をしている」と回答する学校の割合　前年度以上

【撤退・再構築基準】
以下の状態ならば、事業手法を再構築する。
・上記学校調査の回答の割合　60％未満

Ѽ₴↓ȅǮǵὕ
・食に関する指導に係る研修会　年５回
・「食育つうしん」の発行　11回
・全小中学校の調査で「教科等における食に関する指導の充実のため
の取組をしている」と回答する学校の割合　91.4％

►₴↓ǵ֝ Кὦ ɕɫȹȷ ֝ ǲȏȑȈǝǠ
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　【様式２】

⁫

͔

ǵ ș ȅǏǦ ᵣ Ћ̱ǯǞǭǵ ͔ ǵ

・教員の資質向上については、新型コロナウイルス感染症対策により取組に制限はあったが、メンター研修や直接指導による若手教員の育成を
含め、校内園研修の実施や教材研究等におけるポータルサイトの有効活用等を行った。その結果、児童生徒の学習に対する理解や興味・関心
に関するアウトカム指標の小学校における項目で改善につなげることができた。引き続き、４つの教育ブロックによるきめ細かな学校園への支援
ができるよう、指導主事への研修をより充実させていく。
・大学と連携・協働した取組をさらに推進していくことで、教員養成段階における現場実習を充実させるとともに、大学と協働の研修を実施すること
で次世代を担う教員・管理職の育成と資質向上を図っていく。
・学校の活性化については、スクール外部人材の導入など、教員の校務負担軽減や長時間勤務の改善に向けた取組について一定の成果が見ら
れているが、十分とはいえない。今後、新型コロナウイルス感染症拡大の状況によっては、教員が新たな対応を求められる場合も考えられるた
め、さらなる負担軽減を図っていく必要がある。

重点的に取り組む主な経営課題

ᵣ 【施策を実現するための仕組みの推進】

Ʊ

ȈǝǠȀǔᾓ ϑ ǱȈǝǠ Ǵ0/ 1/₴ ș꜠ ǲ ὑ

一人一人の教職員が自律性を備えた人材としてその能力を高め、教育活動で専門性を十分発揮するとともに、学校園が組織とし
ての自主性・自律性を高め、特色ある教育実践を展開することにより、学校園が子どもたちの活気あふれる場となる状態をめざ
す。

ὑǵ ǯǱȒ ɵɅɶȽ

◆全国学力・学習状況調査等による比較
　　・国語・算数（数学）の授業内容はよくわかりますか。

　　・国語・算数（数学）は好きですか。

◆本市の学校における教員の月平均時間外勤務時間の推移

◆大阪市立小中学校教員の年齢構成

ᶦѝ ȈǝǠȀǔᾓ ϑǯ ǲ⁪Ǔ ǟȒ ᶦǵѝ

・新規教員の大量採用が続いていることもあり、若手教員が占める割合が大きくなるなど、教員の年齢構成に偏りが生じている。
・学校を取り巻く課題が多様化することに伴い教員の校務負担が増加しているほか、地域行事への参加が時間外・休日にも及んでいる。

ʣ ᶦș ǠȒǦȈǲⱳ Ǳǚǯ

・学校園での取組が組織的・継続的に改善できるような仕組みを構築するとともに、経験豊富な教員から若手教員への指導技術の継承など、人
材育成のための対策が必要である。
・大学と連携・協働した取組を推進するなど、教員養成および採用後の段階において、次世代を担う教員・管理職の育成と資質向上を図る必要が
ある。
・一人ひとりの教職員が児童生徒に向き合い、その指導力を十分に発揮できる環境の整備、さらには、学校園が組織としての自主性・自立性を高
め、特色ある教育実践を展開できるよう、教員の負担軽減を図る必要がある。
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　【様式２】
ȈǝǠ ֗Ǻ Ʊ 【学校の活性化】

ȈǝǠ Ǵ ₴ ș꜠ ǲ ὑ ʴ Ǳ֝ ǵ רׄ
教員の子どもと向き合う時間が増え、その指導力を十分に発揮するとと
もに、学校の自主性・自律性が高まり、特色ある教育実践が展開される
ことにより、学校運営の組織的・継続的な改善が図られることをめざす。

・各校において独自の創意のある教育実践が取り組まれるよう、校長に
　よるマネジメント体制や校長・教頭を支援する仕組みの強化を図ると
　ともに、教職員の子どもと向き合う時間が増えるよう、ＩＣＴの活用や外
　部人材の導入などにより校務負担の軽減を進める。
・学校で特色ある教育実践が展開されるよう、学校施設の整備や学校
　配置の適正化などにより安心・安全・良好な教育環境の整備を進め
  る。

ȠȤɆȩɞ ȈǝǠ ș ΙӓǞǦ
①令和２年度末に、自校の「運営に関する計画」が目標どおり達成でき
　たと回答する学校の割合を75％以上にする。

・「学校園における働き方改革推進プラン」に示す取組を実施し、引き続
き教員の長時間勤務の解消を図っていく。

Ａ：順調　Ｂ：順調でない

ǵ ｂ
ａ：順調
ｂ：順調でない

⁫

͔

ǵȠȤɆȩɞ ǲ
ᾍǠȒ ҧר

ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、戦略を見直す

ƱƱĦ ҧרǓƼȢƽǵḹֻǶⱳ

・ＩＣＴの活用やスクールサポートスタッフ等外部人材の導入などにより、
教員の長時間勤務については改善が見られているが、新型コロナ感染
症拡大防止の影響により、新たな対応を求めれることも考えられる。

ȠȤɆȩɞ ǵ Ѽ₴↓ Ήѩ Ћ̱

Ａ ˹♥ǵᾍꜘ ׄƱƱĦ ҧרǓƼȢƽǵḹֻǶⱳ
①　76.7％ Ａ90.3%

►₴↓ǵ֝ Кὦ ɕɫȹȷ ֝ ǲȏȑȈǝǠ
区担当教育次長は、区内の学校園や地域の実態を把握し、安全で安心
できる教育環境の実現や、学力・体力の向上などの教育課題を解決す
るため、学校園の支援を行う。
・保護者・区民等の教育に関連するニーズや学校の状況の把握
・学校協議会の運営の補佐
・校園長の人事に関する意見
・学校との防災・減災に関する情報の共有及び学校等と連携した取組の
実施
・学校の状況に応じたサポート
・学校施策評価による学校の目標（指標）の達成状況及び取組の評価

各区が実施した事業について、設定した指標が「達成した（概ね達成し
た）」と回答する区の割合　80％以上

【撤退・再構築基準】
上記目標が未達成の場合、達成しなかった区の事業内容を再構築す
る。

Ѽ₴↓ȅǮǵὕ
・保護者・区民等の教育に関連するニーズや学校の状況の把握
・学校協議会の運営の補佐
・校園長の人事に関する意見
・学校との防災・減災に関する情報の共有及び学校等と連携した取組の
実施
・学校の状況に応じたサポート
・学校施策評価による学校の目標（指標）の達成状況及び取組の評価
・各区が実施した事業について、設定した指標が「達成した」「概ね達成
した」と回答する区の割合　87.5％

Е̱ ֝ 【分権型教育行政システムによる学校マネジメントの支援】

2/ Ϸ˔ ˔― ― ―

ʴ

ȑ

ȑ

ɕɫȹȷ ǵ
①
（ⅰ）

ǯ ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・「学校施策評価」及び「校園長の人事に関する意見」については、学校
園現場に効果的な支援がより一層できるよう、事務局各部と情報共有を
進めていく。

①：目標達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
②：目標未達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר -
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)

⁫

͔

►₴↓ǵ֝ ὕ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

区担当教育次長は、区内の学校園や地域の実態を把握し、安全で安心
できる教育環境の実現や、学力・体力の向上などの教育課題を解決す
るため、学校園の支援を行った。
・保護者・区民等の教育に関連するニーズや学校の状況の把握
・学校協議会の運営の補佐
・校園長の人事に関する意見
・学校との防災・減災に関する情報の共有及び学校等と連携した取組の
実施
・学校の状況に応じたサポート
・学校施策評価による学校の目標（指標）の達成状況及び取組の評価
・各事業の実施（各区の特徴的な事業）
不登校への支援事業、こどもサポートネット事業、学校との連携による
子育て世帯の支援事業、児童虐待防止アウトリーチ事業、中学生被災
地訪問事業、ゲストティーチャー派遣事業、鑑賞教育事業、学校園支援
ボランティア事業、小中学校交流かけはし事業、民間事業者を活用した
課外学習支援事業、基礎学力向上事業、グローバル人材育成事業、プ
ログラミング教育支援事業、日本語指導の必要な児童生徒の支援事
業、国際理解教育支援事業、体力向上事業等

・取組全体としては区が学校、地域の実情に応じた学校教育支援を行っ
ているが、校長経営戦略支援予算区担当教育次長枠（小学校）におい
て、一部個別の学校への支援のあり方について検討する必要がある。
・学校については、新型コロナウイルス感染症対策として、外部の人の
立ち入り制限や授業時数確保の優先を図った。そのため、スポーツ出前
講座等、計画していた内容での実施ができないなど、円滑な事業の実施
が困難であった。

ɕɫȹȷ ǵ
・95.8％ ①

（ⅰ）

ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・校長経営戦略支援予算区担当教育次長枠に対する学校の理解が深
まるよう説明を行い、教育行政打合せを活用し学校のニーズを把握しな
がら学校教育支援の取組みを進める。
・計画していた内容での事業実施が困難であったため、感染症対策を実
施した上で教育委員会事務局・区役所・学校とが一層綿密に連携した上
で、学校のニーズに応じた支援を行っていく。

①：目標達成　　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)
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　【様式２】

円 円 円
►₴↓ǵ֝ Кὦ ɕɫȹȷ ֝ ǲȏȑȈǝǠ
各校で校長がリーダーシップを発揮し、独自の創意のある教育実践が
取り組まれるよう、校長経営戦略支援予算等の制度を適正に執行する
とともに、学校の課題・特性に応じて校長・教頭を補佐する体制の構築・
強化を図る。
・校長経営戦略支援予算の基本配付　全校
・校長経営戦略支援予算の加算配付
・校長経営戦略支援予算の区担当教育次長執行枠　全区
・副校長の配置　小中学校計26校
・教頭補佐（首席）の配置　小学校31人　中学校15人
・教頭補助の配置　小中学校計72校
・校長裁量拡大特例校の設置　小中学校合わせて10校（再掲）

・校長経営戦略支援予算により実施した取組の年度目標を達成した学
校の割合　90%以上
・副校長等の配置校からの報告書で、課題が改善したと回答する学校
の割合　90％以上

【撤退・再構築基準】
以下の状態ならば、事業手法を再構築する。
・校長経営戦略支援予算による取組の目標を達成した学校の割合
89％未満
・副校長等の配置校で課題が改善したと回答する学校の割合　60％未
満

Ѽ₴↓ȅǮǵὕ
・校長経営戦略支援予算の基本配付　全校
・校長経営戦略支援予算の加算配付　205校
・校長経営戦略支援予算の区担当教育次長執行枠　全区
・副校長の配置　小中学校計26校
・教頭補佐（首席）の配置　小学校31人　中学校15人
・教頭補助の配置　小中学校計76校
・校長裁量拡大特例校の設置　小中学校合わせて10校（再掲）
・「校長経営戦略支援予算により実施した取組の年度目標を達成した学
校の割合　90.5％
・副校長の配置により課題が改善したと回答する学校の割合　100％

Е̱ ֝ 【校園長によるマネジメントの強化】

2/ 908百万 Ϸ˔ 1,041百万 ˔ 750百万

ʴ

ȑ

ȑ

ɕɫȹȷ ǵ
①
（ⅰ）

ǯ ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・ニア・イズ・ベターの観点から、区が各学校の取組を確認し、必要に応
じた支援を行う。取組に対しては、更なる効果検証が求められており、内
容を検討していく必要がある。
・教頭の欠員が生じるまでに至っておらず、受験者数について一定回復
しているものの、適性な競争選考を行うにはまだ十分とはいえない状況
である。
・国の加配の活用と合わせて副校長・教頭補佐（首席）・教頭補助の配
置を引き続き講じる必要がある。
・校長裁量拡大特例校については、２年間を総括し、汎用性の高い実践
を明らかにするため、実態調査や情報交換会を通して明らかにしてい
く。

①：目標達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
②：目標未達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר -
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)

⁫

͔

►₴↓ǵ֝ ὕ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

各校で校長がリーダーシップを発揮し、独自の創意のある教育実践が
取り組まれるよう、校長経営戦略支援予算等の制度を適正に執行する
とともに、学校の課題・特性に応じて校長・教頭を補佐する体制の構築・
強化を図った。
・校長経営戦略支援予算の基本配付　全校
・校長経営戦略支援予算の加算配付　計９校
・校長経営戦略支援予算の区担当教育次長執行枠　全区
・副校長の配置　小中学校計28校
・教頭補佐（首席）の配置　小学校31校、中学校15校
・教頭補助の配置　小中学校計72校
・校長裁量拡大特例校の設置　小中合わせて10校（再掲）

・校長経営戦略支援予算において、各学校・区の取組が迅速かつ適正
に実行できるよう、予算管理や調達業務等の各種事務手続について、
引き続き助言・調整等を行う必要がある。
・課題把握のスピード化、最適化を図り、早期に課題を見極めることがで
きるようにするとともに、適切な目標設定を行えるようにする必要があ
る。
・校長裁量拡大特例校の成果のあった取組については、全市展開する
必要がある。

ɕɫȹȷ ǵ
・96％
・100％

①
（ⅰ）

ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・学校運営支援センターや調達担当部署等の関係先と連携し、通知文
書の更なる改善など、各学校・区の取組の実施に係る支援を随時行う。
・課題把握を適切に行うことができるようエビデンスに基づいたデータの
整備を行うとともに、学校の実情をしっかり把握した中で、目標設定がで
きるよう、目標設定の期間について検討を行う。
・校長裁量拡大特例校の成果のあった取組についてとりまとめ、全市展
開を図っていく。

①：目標達成　　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)
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　【様式２】

円 円 円
►₴↓ǵ֝ Кὦ ɕɫȹȷ ֝ ǲȏȑȈǝǠ
ＩＣＴの活用による学校経営の効率化・高度化や学校の情報発信の促
進、教員間の知見の共有等を進めるため、セキュリティを含めシステム
の運用の向上と安定を図り、研修等を通じて全校での利活用を促進す
る。
校務支援システムのグループウェア機能について教職員利用者ログを
用いて前年度との比較、分析を実施し、利活用促進を図る。
コンサルタント会社からの最終報告書、中央教育審議会からの学校に
おける働き方改革の答申及び文部科学省からの勤務時間の上限に関
するガイドラインを踏まえ、令和元年度に策定した「学校園における働き
方改革推進プラン」で示す取組を実施する。
・システムの利活用に関する管理職等の研修会　２回
・情報セキュリティｅラーニングの実施　１回
・教職員向けのシステムに関する広報誌の発行　隔月１回程度
・システムへの意見・要望の集約と改善内容の公表　毎月１回程度
・学校業務改善ワーキンググループの開催　４回
・スクールサポートスタッフの配置　小中学校計138校

・学校アンケートにおいて､校務支援システムのグループウェア機能の活
用により、学校課題や児童生徒情報などの情報共有について改善が図
れたと回答する教職員の割合　70％以上
・「学校園における働き方改革推進プラン」で示す教員の勤務時間の上
限に関する基準を満たす教員の割合を前年度から改善する
・調査・照会文書数（教委独自分）　前年度以下
・スクールサポートスタッフの配置校において、教職員の長時間勤務の
解消を図り、教職員一人あたりの時間外勤務時間を配置前と比較して
年間36時間減少させるとともに、教職員へのアンケートにおいて、子ども
と向き合う時間等についての環境改善が図れたと回答する割合　80%以
上

【撤退・再構築基準】
・（別途決定済）（複数年事業）
・事業効果が得られない場合は、事業の再構築を図る。

Ѽ₴↓ȅǮǵὕ
・システムの利活用に関する管理職等の研修会　２回
・情報セキュリティｅラーニングの実施　１回
・教職員向けのシステムに関する広報誌の発行　７回
・システムへの意見・要望の集約と改善内容の公表　意見要望があった
月は回答済み
・「学校における働き方推進プラン」を策定・公表
・学校業務改善ワーキンググループの開催　５回
・学校アンケートで、教育の質の向上を図るために、学校課題や児童生
徒情報などを教職員で情報共有するなどシステムを有効に活用してい
ると回答する学校の割合　86％
・「学校園における働き方改革推進プラン」で示す教員の勤務時間の上
限に関する基準を満たす教員の割合
　超過勤務が基準１を満たす教員の割合　43.4％（令和元年度）※
　超過勤務が基準２を満たす教員の割合　68.3％（令和元年度）※
　※新型コロナウイルス感染症対策による臨時休業等の影響を含む。
・調査・照会文書数（教委独自分）　403件（令和元年度）
・スクールサポートスタッフの配置　小中学校計67校
・スクールサポートスタッフの配置校において、教職員の長時間勤務の
解消を図り、教職員一人あたりの時間外勤務時間を配置前と比較して
年間36時間減少させるとともに、教職員へのアンケートにおいて、子ども
と向き合う時間等についての環境改善が図れたと回答する割合　89.6%

Е̱ ֝ 【校務負担を軽減するための環境整備】

2/ 1,454百万Ϸ˔ 1,418百万 ˔ 2.029百万

ʴ

ȑ

ȑ

ɕɫȹȷ ǵ
①
（ⅰ）

ǯ ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・Ｂeeネットポータルの廃止に伴い生じる課題のうち、校務支援システム
を活用できるもの（文書連絡機能等）に関する設定変更を行う必要があ
る。

①：目標達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
②：目標未達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)

⁫

͔

►₴↓ǵ֝ ὕ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

ＩＣＴの活用による学校経営の効率化・高度化や学校の情報発信の促
進、教員間の知見の共有等を進めるため、セキュリティを含めシステム
の運用の向上と安定を図り、研修等を通じて全校での利活用を促進し
た。
校務支援システムのグループウェア機能について教職員利用者ログを
用いて前年度との比較、分析を実施し、利活用促進を図った。
コンサルタント会社からの最終報告書、中央教育審議会からの学校に
おける働き方改革の答申及び文部科学省からの勤務時間の上限に関
するガイドラインを踏まえ、令和元年度に策定した「学校園における働き
方改革推進プラン」で示す取組を実施した。
・システムの利活用に関する管理職等の研修会　２回
・情報セキュリティｅラーニングの実施　１回
・教職員向けのシステムに関する広報誌の発行　隔月１回程度
・システムへの意見・要望の集約と改善内容の公表　適宜
・学校業務改善ワーキンググループの開催　３回
・スクールサポートスタッフの配置　小中学校計135校

・Beeネットポータルの廃止に伴う文書連絡機能の活用により、マニュア
ルを作成したが、ヘルプデスクの架電内容を含め更新する必要がある。
・学校業務改善ワーキングループ等で得られた学校園現場の意見を踏
まえると、負担軽減が十分に図られているとまではいえないことや、今後
の新型コロナウイルス感染拡大状況によっては新たな対応を求められ
ることも考えられることなどから、教職員の負担軽減を図ることが最優先
課題である。
・教職員アンケートの結果により、スクールサポートスタッフについて一
定の効果が見込まれることから、一層充実させ、推進していく必要があ
る。
・スクールサポートスタッフとしての人材を確保する必要がある。

ɕɫȹȷ ǵ
・90.4％
・45.3％（月45時間を超える月数０、年間360時間以下）
 70.5％（年間720時間以下、月45時間を超える月数６月以下、月
100時間を超える月数０、前２～６か月の平均が80時間を超える
月数０）
・313件
・時間外勤務時間：年間43時間減少、99.2％

①
（ⅰ）

ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・運用事業者及びヘルプデスクと連携し、マニュアルの更新を行ってい
く。
・引続き、学校業務改善ワーキンググループ等で得られた学校園現場
の意見を踏まえながら、意見交換を重ね、教職員の負担軽減策の実
施・検討に取り組んでいく。
・校務負担を軽減するための取組について、有効活用が図られた事例
等を例示し、より有効な活用を図っていく。
・ホームページ等の直接募集に加えて、国から提供を受けている「学校・
子供応援サポーター人材バンク」の活用や、各学校からの推薦など、
様々な手法で人員確保に取り組んでいく。

①：目標達成　　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)
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　【様式２】

円 円 円
►₴↓ǵ֝ Кὦ ɕɫȹȷ ֝ ǲȏȑȈǝǠ
令和２年４月施行の条例・規則に基づき、児童の良好な教育環境の確
保、教育活動の充実を図るため、区役所と連携のうえ、学校再編整備計
画を策定・公表し、学校配置の適正化を進める。
また、適正配置が円滑に取り組めるよう、学校配置の適正化推進ワー
キンググループを開催し、教育環境の確保、教育活動の充実策等の検
討を行う。
・学校適正配置対象校のうち、速やかに学校再編整備計画案を検討す
る学校　45校（すでに統合が決定した１校を除く）
・学校適正配置対象校のうち、学級数、児童数の推移を十分注視し、学
校再編整備計画案を検討する学校　38校

次期教育振興基本計画の策定にあわせて、学校再編整備計画の策定
をめざす。
学校適正配置対象校のうち、４校の統合を決定する。

Ѽ₴↓ȅǮǵὕ
○特に速やかに統合に向けた調整を進める必要がある小学校
・「統合」を決定　１校
・再編基本計画に基づき速やかな「統合」に向け調整　６校
・上記以外に再編基本計画を検討　１校
○上記以外の適正化対象である11学級以下の小学校
・再編基本計画に基づき保護者・地域住民への説明会を実施　13校
・再編基本計画を検討　61校

Е̱ ֝ 【学校配置の適正化】

2/ 24百万 Ϸ˔ ８百万 ˔ ７百万

ʴ

ȑ

ȑ

ɕɫȹȷ ǵ
①
(ⅰ)

ǯ ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・令和２年４月施行の条例・規則に基づき、児童の良好な教育環境の確
保、教育活動の充実を図るため、区役所が円滑に学校再編整備計画案
を作成することができるよう、支援を行う必要がある。

①：目標達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
②：目標未達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)

⁫

͔

►₴↓ǵ֝ ὕ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

令和２年４月施行の条例・規則に基づき、児童の良好な教育環境の確
保、教育活動の充実を図るため、区役所と連携のうえ、学校再編整備計
画を策定・公表し、学校配置の適正化を進めた。
また、適正配置が円滑に取り組めるよう、学校配置の適正化推進ワー
キンググループを開催し、教育環境の確保、教育活動の充実策等の検
討を行った。
・学校適正配置対象校のうち、速やかに学校再編整備計画案の検討を
行った学校　45校（すでに統合が決定した１校を除く）
・学校適正配置対象校のうち、学級数、児童数の推移を十分注視し、学
校再編整備計画案の検討を行った学校　38校

・令和２年４月施行の条例・規則に基づき、児童の良好な教育環境の確
保、教育活動の充実を図るため、学校配置の適正化の取組を推進する
必要がある。

ɕɫȹȷ ǵ
・４校の統合を決定 ①

（ⅰ）
ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・令和２年４月施行の条例・規則に基づき、児童の良好な教育環境の確
保、教育活動の充実を図るため、学校・地域・保護者との調整を行い学
校再編整備計画を策定・公表できるよう、必要な取組内容を学級数や児
童数の推移を注視しつつ、滞ることなく進めていく。

①：目標達成　　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)
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　【様式２】

►₴↓ǵ֝ Кὦ ɕɫȹȷ ֝ ǲȏȑȈǝǠ
高度成長期以降、昭和40年代後半から昭和57年代にかけて建設された
校舎等の老朽化が進んでいることから、安全・安心・良好な教育環境の
確保に向けて、老朽改築と共に、施設を長く維持するための長寿命化改
修を実施することで、施設の更新・維持管理に係る事業費の縮減や平
準化に努めながら、学校施設の整備を行う。
　・老朽改築　実施設計　８校、新規工事　８校
　・長寿命化改修　実施設計　10校、新規工事　５校

取組内容どおり

【撤退・再構築基準】
計画どおり整備ができなかった場合は、事業手法を再構築する。

Ѽ₴↓ȅǮǵὕ
・老朽改築　実施設計７校、工事25校
・長寿命化改修　耐力度調査92棟、実施設計４校、工事11校

Е̱ ֝ 【学校施設の老朽化への対応】

2/ Ϸ˔ ˔9,132百万円 8,503百万円 13,085百万円

ʴ

ȑ

ȑ

ɕɫȹȷ ǵ
①
(ⅰ)

ǯ ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・安全・安心・良好な教育環境の確保に向けて、老朽改築とともに、施設
を長く維持するための長寿命化改修を実施することで、学校施設の整備
に取り組んでいく。

①：目標達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
②：目標未達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר －
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)

⁫

͔

►₴↓ǵ֝ ὕ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

高度成長期以降、昭和40年代後半から昭和57年代にかけて建設された
校舎等の老朽化が進んでいることから、安全・安心・良好な教育環境の
確保に向けて、老朽改築と共に、施設を長く維持するための長寿命化改
修を実施することで、施設の更新・維持管理に係る事業費の縮減や平
準化に努めながら、学校施設の整備を行った。
・老朽改築　実施設計　８校、新規工事　８校
・長寿命化改修　実施設計　10校　新規工事　４校

・夏休み期間に実施予定の長寿命化改修工事について、新型コロナウ
イルス感染症対策の影響による夏休み期間の短縮により、1校が未実
施となった。
・また今後、さらに老朽化した校舎が増えることから、施設の更新・維持
管理に係る事業費の縮減や平準化に努めながら、学校施設の整備を行
う必要がある。

ɕɫȹȷ ǵ

取組実績どおり
②
（ⅱ）

ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・未実施となった工事は、次年度に実施を予定している。
・施設を長く維持するための長寿命化改修工事を確実に実施し、中長期
的な施設の更新・維持管理にかかる事業費の縮減を図る。

①：目標達成　　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)
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　【様式２】

円 円 円

ȈǝǠ ֗Ǻ Ʊ 【教職員の資質向上と能力発揮】

ȈǝǠ Ǵ ₴ ș꜠ ǲ ὑ ʴ Ǳ֝ ǵ רׄ
優れた教育実践の創造・共有が進み、教員の指導力が高まることによ
り、児童生徒の学習に対する理解や興味・関心が高まることをめざす。

優れた教育実践の創造・共有が進むよう、教員の主体的な研究を支援
し、その結果を「知」の財産として共有するための環境を整備するととも
に、経験豊富な教員から若手教員への指導技術が継承されるよう、メン
ター（若手教員リーダー）の育成や校内研修の支援を推進する。また、
大学との連携をさらに発展させ、実践的なシンクタンク機能及び研修制
度の構築を進める。

ȠȤɆȩɞ ȈǝǠ ș ΙӓǞǦ
①令和２年度末に、全国調査の「国語・算数（数学）は好きですか」「国
語・算数（数学）の授業の内容はよくわかりますか」の項目について、「当
てはまる（どちらかといえば、当てはまる）」と答える児童生徒の割合を全
国平均以上にする。

・教員の実践的な研究活動を支援するとともに、その研究成果を全市校
園で活用できるように、「waku×2.com-bee（大阪市の授業スタンダー
ド）」コンテンツの充実を図っていく。
・学力向上サポート訪問等により成果事例の周知を行っていく。
・大学と連携・協働した研修等の取組を推進し、次世代を担う教員・管理
職の育成と資質向上を図っていく。

Ａ：順調　Ｂ：順調でない

ǵ b
ａ：順調
ｂ：順調でない

⁫

͔

ǵȠȤɆȩɞ ǲ
ᾍǠȒ ҧר

ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、戦略を見直す

ƱƱĦ ҧרǓƼȢƽǵḹֻǶⱳ

・全国学力・学習状況調査が未実施のため、小学校のみの調査結果で
はあるが、算数の学習理解や興味・関心に関するアウトカム指標に大き
な改善が見られる。中学校を含む全項目の目標達成にむけて、引き続
き教員の指導力向上に向けた取組の充実が必要である。

ȠȤɆȩɞ ǵ Ѽ₴↓ Ήѩ Ћ̱

B ˹♥ǵᾍꜘ ׄƱƱĦ ҧרǓƼȢƽǵḹֻǶⱳ

B

－

小学校（学力経年調査を代用）
「好き」国59.4％  算61.3％
「よくわかる」国87.3％  算82.3％
 ※前年度の全国調査と比較

中学校未測定
（新型コロナによる全国調査未実施のため）

①

►₴↓ǵ֝ Кὦ ɕɫȹȷ ֝ ǲȏȑȈǝǠ
教員としての資質や指導力等の向上に向けた実践的な研究活動を支援
することにより、大阪市の教育を担う人材を育成する。
・「がんばる先生支援」教員グループへの研究支援　109グループ
・優れた研究成果や汎用性のある研究成果のWebページ等への掲載

「がんばる先生支援」教員グループ並びに学校園への研究支援に関す
る審査会において、達成目標に到達していると評価された研究の割合
100％

【撤退・再構築基準】
以下の状態ならば、事業手法を再構築する。
・達成目標に到達した「がんばる先生支援」教員グループ研究並びに学
校園の割合　80％未満

Ѽ₴↓ȅǮǵὕ
・「がんばる先生支援」教員グループ並びに学校園への研究支援　120
グループ
・優れた研究成果や汎用性のある研修成果のWebページ等への掲載
・「がんばる先生支援」教員グループ並びに学校園への研究支援に関す
る審査会において、達成目標に到達していると評価された研究の割合
100％
・「がんばる先生支援」教員グループ並びに学校園へのアンケートで「教
員自身の指導力の向上が図られた」とする旨を回答する学校の割合
100％

Е̱ ֝ 【教育実践のイノベーションにつながる研究の推進】

2/ 84百万 Ϸ˔ 85百万 ˔ 85百万

ʴ

ȑ

ȑ

ɕɫȹȷ ǵ
①
(ⅰ)

ǯ ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・各校園の自主的・主体的な研究活動を支援する必要がある。
・優れた研究成果等を全市に広め、全校園の誰もが活用できるよう、
「waku×2.com-bee」に成果物を掲載していく。

①：目標達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
②：目標未達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר －
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)

⁫

͔

►₴↓ǵ֝ ὕ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

教員としての資質や指導力等の向上に向けた実践的な研究活動を支援
することにより、大阪市の教育を担う人材の育成を行った。
・「がんばる先生支援」教員グループへの支援　124グループ
・研究成果を「waku×2.com-bee」に掲載

・汎用性の高い研究成果を各校園や教員が活かせるようにするため、
研究成果が活用されているかどうかを検証するとともに、活用について
さらに周知を図る必要がある。

ɕɫȹȷ ǵ
・100％ ①

（ⅰ）
ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・研究発表会において参加者にアンケートを実施するなど、研究成果の
活用状況を把握するとともに、「waku×2.com-bee」に登録したコンテン
ツを新任研修等で紹介するなど、研究成果が活用できるよう工夫する。

①：目標達成　　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)

「好き」国65.6％ 算 67.0％

（全国）国64.2％ 算 68.6％

「よくわかる」国85.8％ 算 84.0％

（全国）国84.9％ 算 83.5％

「好き」国59.1％ 数 53.8％

（全国）国61.7％ 数 57.9％

「よくわかる」国77.3％ 数 74.4％

（全国）国77.6％ 数 73.9％
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　【様式２】

円 円 円
►₴↓ǵ֝ Кὦ ɕɫȹȷ ֝ ǲȏȑȈǝǠ
メンターの育成・活用を通して組織的な若手教員の育成に取り組み、教
員相互の学び合いにつながる校内研修が実施されるよう、退職校長の
派遣や研修の実施等の支援を行う。
・小中学校のメンター研修　２回
・２年目教員の直接指導および授業・保育研究を伴う校園内研修体制づ
くりへの支援のための退職校園長等の派遣
・校内研修主担者研修　１回
・幼稚園・小中学校のOJTグループ研修　１回
・学力向上推進事業における推進校に対する学力向上指導実践チーム
の訪問指導の実施（再掲）

・教育センターOJT事業評価アンケート（１月）で「授業が『わかる』『楽し
い』と答える児童・生徒が増えた」とする旨の質問に対して、肯定的回答
をする学校の割合　80％以上

【撤退・再構築基準】
上記学校調査の回答の割合が70％未満の場合、事業手法を再構築す
る。

Ѽ₴↓ȅǮǵὕ
・２年目教員の直接指導および授業・保育研究を伴う校園内研修体制づ
くりへの支援のための退職校長の派遣   1,998回
・小中学校のメンター研修　２回
・校内研修主担者研修　２回
・幼稚園・小中学校のOJTグループ研修　１回
・「授業が『わかる』『楽しい』と答える児童・生徒が増えた」とする旨の質
問に対して、肯定的回答をする学校の割合　幼稚園100％、小学校94％
中学校98％

Е̱ ֝ 【若手教員の指導力向上と校内研修の支援】

2/ 19百万 Ϸ˔ 21百万 ˔ 23百万

ʴ

ȑ

ȑ

ɕɫȹȷ ǵ
①
(ⅰ)

ǯ ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・２年目教員の更なる指導力の向上と校内での若手教員研修の充実を
図る必要があるため、担当校を指導する教育指導員に対して、毎月の
定例会を通じて各校の情報共有を図り、よりメンターのニーズに合った
指導・支援を実施する。
・各学校の校内研修の更なる充実をめざし、指導主事等によるサポート
訪問を実効性のあるものにする。
・学力向上推進校において、国語、算数、数学における教員の指導力向
上をめざす。

①：目標達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
②：目標未達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)

⁫

͔

►₴↓ǵ֝ ὕ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

メンターの育成・活用を通して組織的な若手教員の育成に取り組み、教
員相互の学び合いにつながる校内研修が実施されるよう、退職校長の
派遣や研修の実施等の支援を行った。
・小中学校のメンター研修　２回
・２年目教員の直接指導および授業・保育研究を伴う校園内研修体制づ
くりへの支援のための退職校園長等の派遣　1,985回
・校内研修主担者研修　未実施（新型コロナのため）
・幼稚園・小中学校のOJTグループ研修　１回（20講座）
・学力向上推進事業における推進校に対する学力向上指導実践チーム
の訪問指導の実施　小中240校

・各校園の若手教員研修を工夫し、さらに活性化を図る必要がある。
・学校のニーズに応じた支援ができるよう指導主事への研修をより充実
させることが必要である。
・OJTや学力向上指導実践チームの訪問指導においては、１つの学校
に複数の担当者が関わっており、多面的に状況を見れる反面、指導の
一元化が図れていない状況があった。

ɕɫȹȷ ǵ
①幼稚園100％、小学校95％、中学校96％ ①

（ⅰ）
ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・教育指導員の学校園訪問及び直接指導により、各校園の校園内研修
体制づくりへの支援を継続し、若手教員育成を中心とした校園内研修の
充実・活性化を図る。
・学校課題に応じたよりきめ細かな支援を実施する。
・令和４年度の担当者一元化に向けた体制作りを検討していく。

①：目標達成　　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)
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　【様式２】

円 円 円
►₴↓ǵ֝ Кὦ ɕɫȹȷ ֝ ǲȏȑȈǝǠ
全国学力・学習状況調査等の詳細かつ多面的な分析によって得られた
客観的な結果をもとに、本市及び各小中学校の取組の成果と課題を検
証し、各校の取組の改善･強化に役立てる。

・「waku×2.com-bee（大阪市の授業のスタンダード）」ポータルサイトの基
本のページの更新や、指導案、実践事例等のコンテンツの追加を行うと
ともに、教員が教材研究や研修等で有効に活用できるようにする。
重点的に学力向上を図る研究校を指定し、大学等の外部と連携して調
査研究を進め、学校の学力向上の取組を多面的総合的に支援する。
・大学・行政機関連携モデル校　10校程度
・校長裁量拡大特例校の設置　小中合わせて10校（再掲）
・新・大阪市総合教育センター（仮称）の設置に向けた調査・研究
・大学と連携した研修の企画・開発・運営

・「自校の全国学力・学習状況調査の結果を大阪市の結果と併せて分析
し、具体的な教育指導の改善や指導計画等へ反映させている」学校の
割合  95％以上

・教材研究や研修等の際、「waku×2.com-bee（大阪市の授業のスタン
ダード）」の有効性を問う調査において、肯定的回答する教員（年次研修
対象者）の割合　80％以上
・大学と連携・協働して開発した研修が自校の取組や実践に役立ったと
回答する学校の割合　90％以上

【撤退・再構築基準】
以下の状態ならば、事業手法を再構築する。
・「自校の全国学力・学習状況調査の結果を大阪市の結果と併せて分析
し、具体的な教育指導の改善や指導計画等へ反映させている」学校の
割合  90％以下

・教材研究や研修等の際、「waku×2.com-bee（大阪市の授業のスタン
ダード）」の有効性を問う調査において、肯定的回答する教員（年次研修
対象者）の割合　70％以下
・大学と連携・協働して開発した研修が自校の取組や実践に役立ったと
回答する学校の割合　80％以下

Ѽ₴↓ȅǮǵὕ
・全国学力・学習状況調査の結果を分析し、教育指導の改善や指導計
画等へ反映させている学校の割合　98％

・「waku×2.com-bee（大阪市の授業のスタンダード）」を校内研修等に活
用した学校の割合　100％
・大学・行政機関連携モデル校　小学校６校、中学校３校
・校長裁量拡大特例校の設置　小中合わせて10校（再掲）

Е̱ ֝ 【シンクタンク機能の充実】

2/ 37百万 Ϸ˔ 55百万 ˔ 100百万

⁫

͔

►₴↓ǵ֝ ὕ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

これまでの全国学力・学習状況調査等の詳細かつ多面的な分析によっ
て得られた客観的な結果をもとに、本市及び各小中学校の取組の成果
と課題を検証し、各校の取組の改善･強化に役立てた。
・各校の指導要請や新任教員研修、教科等指導力向上研修等におい
て、「waku×2.com-bee（大阪市の授業のスタンダード）の内容を資料と
して活用
・「waku×2.com-bee（大阪市の授業のスタンダード）」にコンテンツを約
700追加（３月現在 約6,500登録）
・各学校からwaku×２．com-beeのコンテンツ（指導案・ワークシート・資
料等）を登録申請できるように、９月にワークフローを周知
・大学・行政機関連携モデル校　８校
・校長裁量拡大特例校の設置　10校（再掲）
・新・大阪市総合教育センター（仮称）の設置に向けた調査・研究
・大学と連携した研修の企画・開発・運営

ʴ

ȑ

ȑ

ɕɫȹȷ ǵ
①
(ⅰ)

ǯ ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・教員のニーズに応じた、より活用しやすいコンテンツ（指導案やワーク
シート等）を追加し、質と量を充実させていく必要がある。
・各教科領域の研修等において、waku×2.com－bee（大阪市の授業の
スタンダード）へのコンテンツ登録及びその活用について周知していく。
・新・大阪市総合教育センターの基本設計を行うために、有識者の意見
聴取を行う。

①：目標達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
②：目標未達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר -
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)

・教材研究や研修等でより有効に活用できるよう「waku×2.com-bee（大
阪市の授業のスタンダード）」のコンテンツの質と量を充実させるととも
に、より活用しやすいポータルサイトをめざす必要がある。
・課題把握のスピード化、最適化を図り、早期に課題を見極めることがで
きるようにするとともに、適切な目標設定を行えるようにする必要があ
る。
・校長裁量拡大特例校の成果のあった取組については、全市展開する
必要がある。

ɕɫȹȷ ǵ

・未測定（新型コロナによる全国調査中止のため）
・93％
・91％

②
（ⅰ）

ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・「waku×2.com-bee（大阪市の授業のスタンダード）」のコンテンツを充
実させるため、各校や教育研究会等と連携し、指導案・ワークシート・資
料等のコンテンツの更新や追加を進める。
・「waku×2.com-bee（大阪市の授業のスタンダード）」の再構築に合わ
せ、さらに活用しやすいポータルサイトにする。
・課題把握を適切に行うことができるようエビデンスに基づいたデータの
整備を行うとともに、学校の実情をしっかり把握した中で、目標設定がで
きるよう、目標設定の期間について検討を行う。
・校長裁量拡大特例校の成果のあった取組についてとりまとめ、全市展
開を図っていく。

①：目標達成　　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)
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　【様式２】

円 円 円

ʴ

ȑ

ȑ

ɕɫȹȷ ǵ
①
(ⅱ)

すべての中学校区で、「大阪市小中連携推進プラン」に沿って各校区の
「小中連携アクションプラン」の作成を行った。また、各校区のアクション
プランに基づき小中連携した取組が実施されるよう、実施に課題がある
学校を中心に支援を行った。
施設一体型・隣接型小中一貫校においては、９年間を見通した特色の
ある教育が実践されるよう、専門性を生かした授業、少人数授業等の充
実を図った。
・小中連携コーディネーター研修　未実施（新型コロナのため）
・小中教員が協働した授業の実施
　各中学校区アクションプランに基づき実施
・少人数授業の充実
　各中学校区アクションプランに基づき実施
・施設一体型・隣接型小中一貫校の検証
　各一貫校の特色ある取組の調査を実施

・相互授業参観、生活指導上の指導方法や体制の共通理解などの小中
連携による取組については、各中学校区において一定定着してきたが、
さらなる小中一貫教育の推進にあたっては、連続性・系統性がある教育
内容の編成、実施が必要である。
・小中連携コーディネーター研修が実施できなかったことを受け、研修等
の実施については、新型コロナウイルス感染症対策における新しい生
活様式に則した手法を模索しつつ、内容の充実を図る必要がある。

ɕɫȹȷ ǵ
・95.7％ ①

（ⅰ）
ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・プロセス指標の数値は高いものの、前年度を下回っている状況である
ため、連続性・系統性のある小中接続のプログラムの好事例を共有し、
取組の実践が進むように支援を行っていく。
・研修における優れたプログラムの共有等にあたっては、e-ラーニング
等が実施できるよう整備を図っていく。

①：目標達成　　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)

Е̱ ֝ 【小中一貫教育の推進】

2/ 117百万 Ϸ˔ 19百万 ˔ 57百万

ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

ǯ ᵎ ƱƱĦ‼ ǲƼūƲŬƽƲƼȢƽǓǉȒḹֻǶⱳ

・小中連携した取組がさらに充実したものとなるよう、小中連携コーディ
ネーター研修の内容を工夫し企画する。①：目標達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない

②：目標未達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
③：撤退・再構築基準未達成

ǲᾍǠȒ֝ ǵ ҧר －
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、取組を見直す
―：プロセス指標未設定(未測定)

►₴↓ǵ֝ Кὦ ɕɫȹȷ ֝ ǲȏȑȈǝǠ
すべての中学校区に、「大阪市小中連携推進プラン」に沿って各校区の
「小中連携アクションプラン」を作成させるとともに、各校区のアクションプ
ランに基づき小中連携した取組が実施されるよう、実施に課題がある学
校を中心に支援を行う。
また、施設一体型・隣接型小中一貫校においては、９年間を見通した特
色のある教育が実践されるよう、専門性を生かした授業、少人数授業等
を充実させる。
・小中連携コーディネーターを対象とした研修の実施　年２回
・小中教員が協働した授業の実施
・少人数授業の充実
・施設一体型・隣接型小中一貫校の検証

小中連携した教育に関する取組を進め、学校調査で「中学進学に不安
を抱く児童が減少した」とする旨の回答の割合　前年度同等

【撤退・再構築基準】
以下の状態ならば、事業手法を再構築する。
・上記学校調査の回答の割合　80％未満

Ѽ₴↓ȅǮǵὕ
・小中連携コーディネーターを対象とした研修の実施　２回
・施設一体型小中一貫校5校の児童生徒を全市から募集
・中学進学に不安を抱く児童が減少したとする旨の回答の割合 98％

⁫

͔

►₴↓ǵ֝ ὕ

42


